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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　３月31日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　９月30日

売上高 (千円) 25,720,98822,907,65518,110,12449,260,64143,080,924

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 360,250△447,189△688,681 25,229△923,647

中間純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 78,657△10,887,362△2,053,020△3,016,341△11,150,942

純資産額 (千円) 15,283,8042,028,147△567,38612,368,6571,862,537

総資産額 (千円) 50,920,7639,036,8772,129,36147,622,8158,173,384

１株当たり純資産額 (円) 878.61 78.91 △25.46 691.68 66.71

１株当たり中間純利益
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) 4.52 △528.19 △92.11 △173.39△561.28

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 30.0 18.3 △26.6 25.3 18.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,158,3901,665,997△1,628,6511,768,537706,848

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △283,052470,078△151,969△138,285△113,414

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △832,998△1,136,380363,574△857,559△505,662

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,939,7293,125,373769,4222,670,1432,213,440

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
493

[1,993]
495

[1,944]
174
[　677]

526
[1,976]

440
[1,899]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第33期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。第34期中間連結会計期間、第35期中間連結会計期間、第33期、第34期の潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失を計上している

ため記載しておりません。

３　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[　]内に平均人員を外数で記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　３月31日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　９月30日

売上高 (千円) 15,208,04612,126,8107,837,04527,844,55220,209,269

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 464,463△341,077△545,516305,956△467,601

中間純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 112,901△10,723,951△2,453,015△2,774,976△11,058,059

資本金 (千円) 3,525,9563,900,9564,018,5563,525,9564,018,556

発行済株式総数 (株) 17,960,76520,960,76522,304,76517,960,76522,304,765

純資産額 (千円) 15,286,4641,995,775△567,38612,209,1471,885,618

総資産額 (千円) 48,160,5705,705,5702,129,36144,418,6994,243,024

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 10.00 ─

自己資本比率 (％) 31.7 35.0 △26.6 27.5 44.4

従業員数
[外、平均臨時雇用者
数]

(人)
198
[　740]

220
[　717]

174
[　677]

216
[　745]

199
[　692]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　提出会社の経営指標等については、自己株式を資本に対する控除項目としており、また、「１株当たり純

資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[　]内に平均人員を外数で記載しております。
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２ 【事業の内容】

　当社グループ（当社及び関係会社）は、主に小売事業、卸売事業、不動産関連事業、レジャー事業を

行っておりましたが、当社において不採算事業からの撤退及びＳＭ事業への特化体制の構築を進め

ており、当中間連結会計期間において連結子会社の株式売却等を行い、それに伴いレジャー事業か

ら撤退しております。

（主要な関係会社の異動）

　　①小売事業

　　　　株式会社ドリームハウスは、平成19年10月１日に全株式を譲渡しており、関係会社に該当しな

くなりました。

本間物産株式会社は、平成20年２月29日に全株式を譲渡しており、関係会社に該当しなく

なりました。

　　②卸売事業

　　　　株式会社札幌惣菜は、平成20年1月15日清算しております。

本間物産株式会社は、平成20年２月29日に全株式を譲渡しており、関係会社に該当しなく

なりました。

　　③不動産関連事業

エメラルド・ウイング・アルファ有限会社は、「特別目的会社を活用した不動産流動化に

係わる譲渡人の会計処理に関する実務指針」に基づき連結グループにおけるリスク負担割

合を勘案し連結の範囲に含めておりましたが、前連結会計年度末に全不動産を本間物産株

式会社に売却したことにより、当該リスクが本間物産株式会社に移転したため、関係会社に

該当しなくなりました。

本間物産株式会社は、平成20年２月29日に全株式を譲渡しており、関係会社に該当しなく

なりました。

　　④レジャー事業

株式会社グルメボーイは、平成20年２月１日に全株式を譲渡しており、関係会社に該当し

なくなりました。

 

３ 【関係会社の状況】

　当連結中間会計期間において、次のとおり連結子会社の株式売却等を行ったため、当中間会計期間

末において連結子会社はありません。

 

　　①　株式会社ドリームハウスは、平成19年10月１日に全株式を譲渡したため、関係会社に該当しな

くなりました。

②　エメラルド・ウイング・アルファ有限会社は、「特別目的会社を活用した不動産流動化に

係わる譲渡人の会計処理に関する実務指針」に基づき連結グループにおけるリスク負担

割合を勘案し連結の範囲に含めておりましたが、前連結会計年度末に全不動産を本間物産

株式会社に売却したことにより、当該リスクが本間物産株式会社に移転したため、関係会

社に該当しなくなりました。

③　株式会社札幌惣菜は平成19年９月30日に解散し、平成20年１月15日に清算したため、関係会

社に該当しなくなりました。

④　株式会社グルメボーイは、平成20年２月１日に全株式を譲渡したため、関係会社に該当しな

くなりました。

⑤　本間物産株式会社は、平成20年２月29日に全株式を譲渡したため、関係会社に該当しなくな

りました。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

小売事業 １４７（６７５）

卸売事業 　　３（　　─）

不動産関連事業 　　─（　　─）

レジャー事業 　　─（　　─）

その他の事業 　　─（　　─）

全社（共通） 　２４（　　２）

合計 １７４（６７７）

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。

３ 前連結会計年度に比べ従業員数が266名減少しております。この減少の主なものは、当中間連結会計期間

において全ての連結子会社の株式売却等を行ったことにより、連結子会社がなくなったためです。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) １７４（677）

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２ 前事業年度に比べ従業員数が25名減少しております。この減少の主なものは希望退職の実施によるもの

です。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間の業績

   (単位：百万円)

 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

 
増減

売上高 22,907 18,110 △4,797

営業損失 33 671 637

経常損失 447 688 241

中間純損失 10,887 2,053 △8,834

 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した国内

外金融市場の不安定化、原油・原材料価格の高騰、急激な株安・円高基調の影響等、景気の先行き不

透明感が強まってきております。

当社が属する小売業界におきましても、食料品を初めとした生活関連商品の末端価格の値上げが

相次ぎ、消費者の生活危機感が強まる中で、商品仕入価格上昇や原油高騰を背景とした店舗運営コ

ストの上昇等、事業環境は一段と厳しくなっております。加えて、前年度より続く、食の安全・安心

に係わる様々な問題から、「食」に係わる事業者全体の社会的責任と取り組み姿勢の重要性、管理

強化が求められております。

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・サックス・グ

ループ（スパークス証券株式会社と併せて以下「スポンサー」）との間の事業の再生又は再構築

に関する合意に基づき、当社グループ事業のスポンサーの支援により再生・再構築に取り組んでき

ました。事業の再生・再構築に向けて当社が前連結会計年度に取り組んできた主要施策は以下のと

おりです。

１．過大かつ営業キャッシュフローに見合わない有利子負債の返済スケジュールの根本的な解

決のために、当社の小売事業と不動産関連事業を切り離し、金融機関にとって長期の貸付を

実施しやすい不動産関連事業において全有利子負債を引き受けることが最善であると判

断、平成19年3月28日、当社の不動産関連事業を会社分割し、全有利子負債を新設分割設立会

社（株式会社トーラスリアルティ）へ承継させております。

２．当社の収益改善の遅れの大きな要因としてノウハウ・資金・人的経営資源の分散化が大き

く影響しているものと考え、グループ内に内在している不採算事業の選別を徹底化すること

でスーパーマーケット事業(以下「SM事業」)への特化体制の構築を急いできました。平成18

年9月期で10社存在していた不採算主体の子会社を実質的に2社までに整理しております。

３．中期５ケ年経営計画を立案の上、平成20年9月期までを当社の足場固めのための企業インフ

ラを構築する「仕組みづくり期間」、平成24年9月までを攻めの経営に転じ収益拡大を狙う
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「Step Up期間」と社針を固めた上で、〝店舗重視の組織への変革〟〝利益確保を目的とし

た様々なマーチャンダイジング（ＭＤ）への取り組み〟に邁進してまいりました。

当中間連結会計期間については、引き続き

４．不採算事業のからの撤退及びＳＭ事業への特化体制の構築を進める

５．コア事業であるSM事業も〝店舗重視体制の継続〟〝モデル店の設定〟〝利益面の確保〟を

主体として「仕組みづくり」の構築を進めることを早急に実現化するよう注力してきまし

た。

結果として、処理の痛みは伴いましたが、No.4およびNo.5については当中間連結会計期間でほぼ

目標を達成し、会社分割後1年で「札幌を主体とした大型店舗９ヶ店体制」とスマートかつ機動力

ある企業体へとハード面の整備についてはほぼ終えつつあります。

当中間連結会計期間の売上高は181億10百万円（前中間連結会計期間比20.9％減）となり、671百

万円（前中間連結会計期間比637百万円減）の営業損失及び688百万円（前中間連結会計期間比241

百万円減）の経常損失となり、20億53百万円の当期純損失（前中間連結会計期間比88億34百万円

増）となりました。主要因として、以下の事項が挙げられます。

ＳＭ事業において、当社の店舗近隣への競合店の新規出店や改装リニューアルオープンが続く外

部環境激化の下、売価競争を余儀なくされたこと。加えて、国内経済停滞感が強くなる中で消費者の

購買意欲が減退し、消費者が1店舗で購入する商品点数が減少したことによる客単価が減少したこ

と。

不採算の事業および店舗からの撤退という物理的な面のスピードに対して、経費面でのリストラ

によるスリム化が追いついておらず、当中間連結会計期間のほぼ通期において従前の重い体質を引

きずったことより、4億52百万円の営業損失となりました。

当社レジャー部門の株式会社グルメボーイは平成20年2月1日に東和レジスター北都販売株式会

社に譲渡しましたが、相次ぐ競合店の出店、設備老朽化による競争力の低下、消費者ニーズの多様化

による事業の不振により、譲渡前当中間連結会計期間において1億37百万円の営業損失となりまし

た。

赤字流出を防ぎ経営を安定化させるためのレジャー事業をはじめとする不採算事業等の整理、北

海道への経営資源集中化のための子会社SM事業の分離、単体における不採算小型店舗の整理等、加

えて当社におけるほぼ最後の膿み出しとしての所有資産の前倒しに損金計上を行った結果、リース

解約損38百万円及び店舗閉鎖損37百万円計上しております。

また、監査の過程で投資事業組合の出資金に対して投資有価証券評価損500百万円、賃借している

店舗の敷金に対して貸倒引当金繰入額550百万円、更にはリース債務保証に対して債務保証損失引

当金繰入額163百万円をそれぞれ業績内容や今後の見通しを検討した結果、特別損失処理しており

ます。

前述のとおり、従来の当社体質改善を図るために大きな痛みを伴う処理を継続してきましたが、

当中間連結会計期間において、問題ある事業内容、損失処理はほぼ完了したと認識しており、今後は

単体に特化したSM事業の立て直し方策を広い角度から、スピード感をアップして見直しを図ってい

く方針であります。
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セグメント別の業績

（小売事業）

小売事業につきましては、北海道における個人消費においては原油価格の高騰等により依然とし

て厳しい状況が続いております。事業の再生・再構築に取組む中、既存店におけるリニューアル等

を含めた店舗再構築を進めているところではありますが、前連結会計年度より継続して進めており

ます不採算部門からの撤退、不採算店舗や継続不能な店舗からの撤退、また、連結子会社の減少、同

業他社との競争激化等により、売上高は165億39百万円（前中間期比10.5％減）、原油価格の高騰に

よる仕入コストの増加等もあり、4億52百万円（前中間期比5億81百万円減）の営業損失となりまし

た。

 

（卸売事業）

卸売事業につきましては、前連結会計年度において食肉卸部門の営業譲渡を行ったことや、不採

算でありました株式会社札幌惣菜を清算したことにより、売上高は4億33百万円（前中間期比

59.9％減）となりましたが、不採算部門からの撤退等コスト削減により、4百万円（前中間期比92百

万円増）の営業利益となりました。

 

（不動産関連事業）

不動産関連事業につきましては、前連結会計年度において会社分割による不動産関連事業の分社

化を行ったことにより、売上高は75百万円（前中間期比94.5％減）、営業利益は9百万円（前中間期

比92.0％減）となりました。

 

（レジャー事業）

レジャー事業につきましては、競合店の出店など年々収益が悪化する中、各会社にとってメリッ

トが大きいことを踏まえ、当連結会計期間中に株式会社グルメボーイを営業譲渡しております。こ

の結果、売上高は10億46百万円（前中間期比46.9％減）、営業損失は1億37百万円（前中間期比43百

万円減）となりました。

 

（その他の事業）

その他の事業につきましては、主に出向料及び経営ノウハウ等の提供であり、売上高は16百万円

（前中間期比31.0％増）、営業利益は14百万円（前中間期比11.0％減）となりました。

 

（注）セグメント別売上高には、セグメント間の内部売上高は含んでおりません。

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

  8/122



(2) キャッシュ・フロー

(単位：百万

円)

 前中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,665 △1,628 706

投資活動によるキャッシュ・フロー 470 △151 △113

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,136 363 △505

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高

3,125 769 2,213

 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前

中間連結会計期間比75.4％減の7億69百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、店舗閉鎖及び事業縮小に伴うその他の支出があったことや、仕

入債務の減少支出によるもので、仕入債務の減少に関しましては、前連結会計年度末日が休日

だったため、前連結会計年度末日分の仕入債務の支払が当中間連結会計期間に支払われたこと

や、店舗閉鎖及び事業縮小に伴う仕入債務の減少によるもので、前中間連結会計期間比32億94百

万円支出増の16億28百万円となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、主に店舗リニューアルによる有形固定資産の取得支出の増加

により、前中間連結会計期間比6億22百万円支出増の1億51百万円となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、借入金等の返済支出が減少したことにより、前中間連結会計期

間比14億99百万円収入増の3億63百万円となりました。
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２ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。
 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

(千円)

前年同期比(％)

小売事業 16,539,150 89.5

卸売事業 433,130 40.1

不動産関連事業 75,119 5.5

レジャー事業 1,046,032 53.1

その他の事業 16,690 131.0

合計 18,110,124 79.1

(注) １　上記の金額には、セグメント間の内部取引は含んでおりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 仕入実績

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。
 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

(千円)

前年同期比(％)

小売事業 13,569,420 90.9

卸売事業 412,026 48.9

レジャー事業 350,068 62.8

合計 14,331,514 87.8

(注) １　上記の金額には、セグメント間の内部取引は含んでおりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社においては、数々の施策に目的を持って取り組んできましたが、効果が見えつつあるものも多

い反面、特に営業力については早急な強化策が喫緊の課題であると認識しております。その背景の中

で、以下対策に注力して取り組んでいきたいと考えています。

 

Ａ．経費削減を主体とした収益体質の更なる是正

社員・パートの労働生産性を上げ労務管理の厳格化に取り組むことで、余分な人件費を削減

し、９ケ店体制に見合った水準の維持をしていきたい所存です。店舗面積効率化（縮小）、周辺適

正家賃水準への見直し要請等の家賃減額交渉を行っていきたいと考えております。

 

Ｂ．事業パートナーとの共闘形ビジネスモデルの構築

　　外部環境が予想以上のスピードで厳しくなる中、早急な営業力立て直しの観点からは避けて通れ

ないと考えております。当社としましては、平成20年７月25日付にて株式会社トライアルカンパ

ニーと業務提携基本契約書を締結し、生鮮部門（食肉、鮮魚、青果、惣菜）は当社が運営し、食品・

酒類・日用品・雑貨・衣料部門は株式会社トライアルカンパニーが運営することで、総合スー

パーセンター形式の共闘型ビジネスモデルの構築し、他社スーパーとの差別化を図って参りま

す。

 

Ｃ．自助努力

Ａ,Ｂと同時並行して、平成20年2月末に株式会社伏見屋に譲渡したかつての子会社、本間物産

株式会社から小山元社長を迎え入れ、自社内におけるマーケティングノウハウの取得、社員教育

等指導力強化に努め、社員一丸となって闘っていきます。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

 当中間連結会計期間において、下記の設備を除却又は売却しております。

（1）提出会社

事業所名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数

（人）建物及び

構築物

工具器具

備品

土地

(面積

㎡)

その他 合計

カウボーイ滝川店

（北海道滝川市）
小売事業 店舗 545 1,455─ 344 2,3457(28)

カウボーイ浦河川店

（北海道浦河町）
小売事業 店舗 466 1,644─ ─ 2,1114(23)

カウボーイ本郷店他３店

（札幌市白石区他）
小売事業 店舗 16,7245,384─ 215 22,3242(39)

上記帳簿価額は除却又は売却時の帳簿価額であります。なお当中間連結会計期間において減

損処理を行っており、減損損失の内容につきましては、「第５ 経理の状況　１ 中間連結財務諸

表等　注記事項　（中間連結損益計算書関係）」に記載のとおりであります。

　　　また、当中間連結会計期間において、全ての連結子会社の株式売却等を行ったことにより、連結

子会社がなくなったため、子会社の主要な設備はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備計画の完了

　　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、　次の

とおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの名称
投資額 完了年月

完成後の

増加能力

㈱カウボーイ
「カウボーイ手稲店」

（札幌市手稲区）
小売事業 161,238平成19年11月 ─

 

（2）重要な設備の新設、除却等の計画

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,304,765同左
ジャスダック証
券取引所

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式

計 22,304,765同左 ― ―

　

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

 13/122



(2) 【新株予約権等の状況】

①新株予約権
　平成18年12月８日開催の取締役会決議及び平成18年12月26日開催の定時株主総会において決議
された会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づく新株予約権の状況

 
中間会計期間末現在
 (平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
 (平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,000 3,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,009,000 3,009,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 249.1 同左

新株予約権の行使期間
平成19年１月22日～
平成22年１月22日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　249.1
資本組入額　374,770,950

同左

新株予約権の行使の条件
１個の本新株予約権の一部
につき行使することはでき
ないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡による
取得については、当社取締
役会の承認を要するものと
する。ただし、本新株予約権
が、本新株予約権に係る新
株予約権者の関連会社等に
譲渡される場合には、発行
会社の取締役会は、当該譲
渡による取得を承認するも
のとする。なお、「関連会社
等」とは、財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関
する規則第８条第３項に定
義される親会社及び子会
社、同条第５項に定義され
る関連会社及び当該会社が
他の会社の同条第５項に定
義される関連会社である場
合における当該他の会社、
並びにこれらの会社により
運営されているファンドを
総称していう。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）１ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 ― 同左

（注）１. 組織再編に伴い交付されうる新株予約権

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、当社が新設合併消滅会社となる新設合併、当社が吸収分割

会社となる吸収分割、当社が新設分割会社である新設分割、当社が株式交換完全子会社となる株式交

換または当社が株式移転完全子会社である株式移転を行う場合（以上を総称して、以下「組織再編行

為」という。）には、組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する本新株予約権（以下

「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項
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第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものと

する。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一とする。

(2) 新株予約権の目的である株式

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄に準じて決定す

る。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定される新株予約権の行使に際して出資される１株当たり

の金銭の額に上記(3)号に準じて決定される新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じて

得られる金額とする。

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

割当日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から当該割当日の３年後の応当日まで

とする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する

事項

              別記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」欄に準じ

て決定する。

(7) 新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる事由等

別記「新株予約権の行使の条件」欄に準じるほか、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定める。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。ただし、別記

「新株予約権の譲渡に関する事項」欄ただし書に準じた取扱いを行う。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年３月31日 ─ 22,304,765 ─ 4,018,556 ─ 1,989,608
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(5) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

合同会社月光
東京都港区西麻布３丁目20-16
西麻布アネックス

7,795 34.94

スパークスＯＭＳＦ―２
投資事業組合

東京都品川区大崎１丁目11-2 4,344 19.47

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内１丁目8-2 624 2.79

シンポ株式会社 名古屋市名東区若葉台110 253 1.13

第一生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町1-13-1
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

225 1.00

カウボーイ取引先持株会 札幌市白石区米里１条３丁目5-10 181 0.81

佐藤　義信 刈田郡蔵王町 166 0.74

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 156 0.69

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目7-3 143 0.64

株式会社ニチレイフレッシュ 東京都中央区築地６丁目19-20 115 0.51

計 ― 14,002 62.77

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　 17,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普 通 株 式

22,085,000
22,085 同上

単元未満株式 普通株式　　202,765 ― 同上

発行済株式総数 22,304,765― ―

総株主の議決権 ― 22,085 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２ 

個）含まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式960株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社カウボーイ

札幌市白石区米里１条３
丁目５番10号

17,000─ 17,000 0.07

計 ― 17,000─ 17,000 0.07

 

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 146 122 89 85 74 158

最低(円) 122 86 54 49 52 55

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

 

３ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 ─ 石原坂　多聞 平成20年１月10日

取締役 ─ 岩村　渉 平成20年６月11日

 

（2）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 取締役副社長 明瀬　雅彦 平成20年１月10日

取締役副社長 取締役 小山　正美 平成20年５月９日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中

間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)及び前中間会計期間

(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中

間連結会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)及び当中間会計期間(平成19年10月１

日から平成20年３月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連

結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

 

  
前中間連結会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   3,181,386  769,422  2,263,440 

２　受取手形及び売掛

金
※５  420,187  156,829  275,067 

３　たな卸資産   1,283,783  371,817  1,199,715 

４　未収入金   ─   154,957  ─  

５　その他   424,351  153,692  513,914 

６　貸倒引当金   △2,759   △273   △2,312  

流動資産合計   5,306,94858.7  1,606,44675.4  4,249,82552.0

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産           

(1) 建物及び構築物 ※１ 1,091,348   ─   1,250,404   

減価償却累計額  362,149729,199 ─ ─  520,052730,351 

(2) 機械装置
　　及び運搬具

 441,463   ─   421,124   

減価償却累計額  398,92042,543 ─ ─  395,76925,354 

(3) 工具器具備品  1,575,258   ─   1,722,956   

減価償却累計額  1,266,091309,167 ─ ─  1,396,848326,107 

(4) 土地 ※１  333,605  ─   349,897 

有形固定資産合計   1,414,51515.7  ─ 0.0  1,431,71217.5

２　無形固定資産 ※１  206,1142.3  ─ 0.0  270,1143.3

３　投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※４  605,985  6,756   604,038 

(2) 差入保証金 ※１  1,481,026  475,430  1,609,078 

(3) 破産更生債権等   ─   312,171  ─  

(4) その他 ※１  285,562  40,807  241,655 

(5) 貸倒引当金   △263,274  △312,250  △233,039 

投資その他の資産
合計

  2,109,30023.3  522,91524.6  2,221,73227.2

固定資産合計   3,729,92941.3  522,91524.6  3,923,55948.0

資産合計   9,036,877100.0  2,129,361100.0  8,173,384100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　支払手形及び買掛金 ※１  2,961,141  818,638  2,978,631 

２　短期借入金 ※１  89,048  500,000  259,192 

３　未払金   1,305,593  318,576  721,473 

４　未払法人税等   36,221  16,115  45,054 

５　賞与引当金   58,631  11,839  56,070 

６　短期リース資産減損勘定   ─   124,177  ─  

７　その他   632,850  126,614  574,750 

流動負債合計   5,083,48656.3  1,915,96290.0  4,635,17256.7

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※１  469,938  ─   744,801 

２　退職給付引当金   312,523  60,024  287,291 

３　債務保証損失引当金   239,000  391,907  236,000 

４　長期預り金   845,722  64,600  271,156 

５　リース資産減損勘定   12,827  234,295  67,207 

６　その他   45,232  29,957  69,215 

固定負債合計   1,925,24421.3  780,78536.6  1,675,67320.5

負債合計   7,008,73077.6  2,696,748126.6  6,310,84677.2

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   3,900,95643.2  4,018,556188.7  4,018,55649.2

２　資本剰余金   7,815,80386.5  7,933,078372.6  7,933,40397.0

３　利益剰余金   △10,199,973△112.9  △12,516,573△587.8  △10,463,553△128.0

４　自己株式   △2,868△0.0  △4,307△0.2  △4,028△0.0

株主資本合計   1,513,91816.8  △569,247△26.7  1,484,37818.2

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券
　　評価差額金

  13,7520.1  1,8600.1  2,5980.0

２　為替換算調整勘定   125,6441.4  ─ ─  ─ ─

評価・換算差額等
合計

  139,3971.5  1,8600.1  2,5980.0

Ⅲ　少数株主持分   374,8324.1  ─ ─  375,5614.6

純資産合計   2,028,14722.4  △567,386△26.6  1,862,53722.8

負債純資産合計   9,036,877100.0  2,129,361100.0  8,173,384100.0
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② 【中間連結損益計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   22,907,655100.0  18,110,124100.0  43,080,924100.0

Ⅱ　売上原価   18,404,17480.3  14,671,76681.0  34,509,12780.1

売上総利益   4,503,48119.7  3,438,35819.0  8,571,79719.9

Ⅲ　販売費及び一般管理

費
※１  4,537,08019.8  4,109,90422.7  9,077,65521.1

営業損失   33,599△0.1  671,546△3.7  505,858△1.2

Ⅳ　営業外収益           

１　受取利息  8,338   9,764   14,393   

２　受取配当金  437   46 　  2,180   

３　受取手数料  8,510   3,007   12,570   

４　投資事業組合
　　投資利益

※２ 9,304   ─   9,304   

５　協賛金収入  1,036   700   ─   

６　その他  17,62245,2490.1 20,79234,3110.2 41,14279,5920.2

Ⅴ　営業外費用           

１　支払利息  332,775   30,733   348,116   

２　持分法による
　　投資損失

 2,870   ─   3,754   

３　株式交付費  12,613   ─   13,530   

４　支払報酬  ―   12,800   ─   

５　その他  110,581458,8402.0 7,913 51,4460.3 131,979497,3811.1

経常損失   447,189△2.0  688,681△3.8  923,647△2.1

Ⅵ　特別利益           

１　固定資産売却益 ※３ 258   1,783   1,492   

２　投資有価証券売却

益
 138,021   ─   138,021   

３　貸倒引当金戻入益  132   41   677   

４　関係会社株式売却

益
 ―   549,688   202,319   

５　解約金収入  185,000   ─   185,000   

６　和解による収益  ―   ─   273,777   

７　その他  2,283325,6951.4 41,464592,9783.3 19,827821,1151.9
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前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅶ　特別損失           

１　固定資産除売却損 ※４ 372,982   28,154   440,158   

２　投資有価証券売却

損
 8,453   1,822   44,419   

３　投資有価証券評価

損
 ─   500,000   ─   

４　リース解約損  66,726   38,750   67,971   

５　減損損失 ※５ 152,596   755,654   199,613   

６　関係会社株式売却

損
 ─   ─   10,897   

７　貸倒引当金繰入額  178,786   550,189   203,786   

８　債務保証損失引当
金
繰入額

 239,000   163,407   236,000   

９　店舗閉鎖損  ―   37,159   ─   

10　商品評価損  58,032   ─   63,596   

11　移転損失 ※６ 9,284,939   ─   9,269,648   

12　その他  20,37710,381,89545.3 56,2732,131,41211.8 130,98710,667,08024.8

税金等調整前中間
(当期)純損失

  10,503,389△45.9  2,227,115△12.3  10,769,612△25.0

法人税、住民税
及び事業税

 17,799   11,712   36,010   

法人税等調整額  330,376348,1751.5 △10,686 1,0250.0 308,792344,8030.8

少数株主利益   35,7970.1  ─ ─  36,5260.1

少数株主損失   ― ―  175,1191.0  ─ ─

中間(当期)純損失   10,887,362△47.5  2,053,020△11.3  11,150,942△25.9
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

 

項　目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日残高(千円) 3,525,95610,497,333△2,140,149△193,202 11,689,937

中間連結会計期間中の変動額      

　新株の発行 375,000 375,000   750,000

　資本剰余金の取崩  △3,000,0003,000,000   

　剰余金の配当   △173,923  △173,923

連結子会社減少による剰余金
増加高

  1,462  1,462

　中間純損失   △10,887,362  △10,887,362

自己株式の取得    △2,516 △2,516

　自己株式の売却  △56,530  192,850 136,320

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

     

中間連結会計期間中の変動額合
計
(千円)

375,000△2,681,530△8,059,823 190,334△10,176,019

平成19年３月31日残高(千円) 3,900,9567,815,803△10,199,973 △2,868 1,513,918

 

項　目

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(千円) 213,797125,887339,685339,03412,368,657

中間連結会計期間中の変動額      

　新株の発行     750,000

　資本剰余金の取崩      

　剰余金の配当     △173,923

連結子会社減少による剰余金
増加高

    1,462

　中間純損失     △10,887,362

自己株式の取得     △2,516

　自己株式の売却     136,320

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△200,045△242△200,28735,797△164,490

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

△200,045△242△200,28735,797△10,340,510

平成19年３月31日残高(千円) 13,752125,644139,397374,8322,028,147
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当中間連結会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

 

項　目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日残高(千円) 4,018,5567,933,403△10,463,553△4,028 1,484,378

中間連結会計期間中の変動額      

連結子会社減少による剰余金
減少高

 △325   △325

　中間純損失   △2,053,020  △2,053,020

自己株式の取得    △279 △279

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

     

中間連結会計期間中の変動額合
計
(千円)

 △325 △2,053,020 △279 △2,053,625

平成20年３月31日残高(千円) 4,018,5567,933,078△12,516,573△4,307 △569,247

 

項　目

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(千円) 2,598 2,598 375,561 1,862,537

中間連結会計期間中の変動額     

連結子会社減少による剰余金
減少高

   △325

　中間純損失    △2,053,020

自己株式の取得    △279

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△737 △737 △375,561 △376,299

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

△737 △737 △375,561△2,429,924

平成20年３月31日残高(千円) 1,860 1,860 ─ △567,386
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前連結会計年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

項　目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日残高(千円) 3,525,95610,497,333△2,140,149△193,202 11,689,937

連結会計年度中の変動額      

　新株の発行 492,600 492,600   985,200

　資本剰余金の取崩  △3,000,0003,000,000   

　剰余金の配当   △173,923  △173,923

　連結子会社減少による剰余金

増加高
  1,462  1,462

在外連結子会社等の株式の

売却による減少
     

　当期純損失   △11,150,942  △11,150,942

　自己株式の取得    △3,676 △3,676

　自己株式の売却  △56,530  192,850 136,320

　株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額)
     

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

492,600△2,563,930△8,323,403 189,173△10,205,559

平成19年９月30日残高(千円) 4,018,5567,933,403△10,463,553 △4,028 1,484,378

 

項　目
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(千円) 213,797 125,887 339,685 339,034 12,368,657

連結会計年度中の変動額      

　新株の発行     985,200

　資本剰余金の取崩      

　剰余金の配当     △173,923

　連結子会社減少による剰余金

増加高
    1,462

在外連結子会社等の株式の

売却による減少
 △125,887 △125,887  △125,887

　当期純損失     △11,150,942

　自己株式の取得     △3,676

　自己株式の売却     136,320

　株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額)
△211,199  △211,199 36,526 △174,672

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△211,199 △125,887 △337,087 36,526△10,506,119

平成19年９月30日残高(千円) 2,598 ─ 2,598 375,561 1,862,537
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純損失  △10,503,389 △2,227,115 △10,769,612

減価償却費  701,415 106,954 774,500

減損損失  152,596 755,654 199,613

貸倒引当金の増加額  173,689 548,001 143,007

退職給付引当金の減少額  △6,673 △19,993 △31,904

賞与引当金の増加額(△減少額)  △13,922 3,099 △16,483

債務保証損失引当金の増加額  239,000 155,907 236,000

受取利息及び受取配当金  △8,775 △9,810 △16,574

支払利息  332,775 30,733 348,116

為替差損益  △93 ─ 1,156

持分法による投資損益  2,870 ─ 3,754

投資事業組合投資損益  △9,304 ─ △9,304

株式交付費  12,613 ─ 13,530

固定資産売却益  △258 △1,783 △1,492

　  投資有価証券売却益  △138,021 ─ △138,021

関係会社株式売却益  ─ △549,688 △202,319

　  解約金収入  △185,000 ─ △185,000

和解による収益  ─ ─ △273,777

　  固定資産除売却損  372,982 28,154 440,158

　  投資有価証券売却損  8,453 1,822 44,419

　　投資有価証券評価損  ─ 500,000 ─

関係会社株式売却損  ─ ─ 10,897

　  移転損失  9,284,939 ─ 9,269,648

特別退職金  ─ 25,399 ─

　  破産更生債権等の減少額  610,358 ─ 610,358

　  売上債権の減少額  140,044 53,309 285,164

　  たな卸資産の減少額  51,348 115,469 135,627

　  仕入債務の減少額  △87,673 △739,873 △70,184

　 未払消費税の増加額(△減少額)  △46,385 33,224 △90,961

　 未収消費税の減少額(△増加額)  ─ 3,074 △3,261

　 その他  786,513 △379,346 219,615

小　　　　　計  1,870,101 △1,566,807 926,670

　 利息及び配当金の受取額  10,346 10,622 17,579

　 利息の支払額  △321,901 △30,801 △329,749

　 解約金の受取額  185,000 ─ 185,000

特別退職金の支払額  ─ △25,399 ─

　 法人税等の支払額  △77,549 △16,264 △92,651

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
 1,665,997 △1,628,651 706,848

 

 

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

 29/122



 

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
    

　　　有形固定資産の取得による支出  △30,438 △297,216 △159,093

　　　有形固定資産の売却による収入  28,250 7,529 34,030

　　　無形固定資産の取得による支出  △720 ─ △70,314

無形固定資産の売却による収入  ─ ─ 57

　　　投資有価証券の取得による支出  △931 △23,000 △931

　　　投資有価証券の売却による収入  478,602 18,177 479,908

子会社株式の売却による収入  ─ ─ 500,000

持分法適用会社の株式売却に

よる収入
 ─ ─ 3,500

連結除外を伴う子会社株式の

売却に伴う収入
 ─ 41,434 ─

連結除外を伴う子会社株式の

売却に伴う支出
 ─ ─ △13,974

　　　貸付金の回収による収入  1,075 26,087 1,271

貸付けによる支出  ─ △47,962 ─

　　　預り敷金の受入による収入  20,363 ─ 27,833

　　　預り敷金の返還による支出  △316,357 △27,142 △584,225

　　　出資金の配当金による収入  179,062 46,033 179,072

　　　出資金の払込みによる支出  ─ ─ △506,225

　　　長期性預金の純減少額  45,924 1,000 51,936

　　　食肉卸部門の事業譲渡による収入  35,390 ─ 35,390

　　　その他  29,857 103,089 △91,652

　　投資活動によるキャッシュ・フロー  470,078 △151,969 △113,414

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
    

　 短期借入金の純増加額  4,384,055 400,000 4,480,119

　長期借入れによる収入  ─ ─ 800,000

　長期借入金の返済による支出  △5,465,596 △32,139 △5,916,652

　 社債の償還による支出  △485,000 ─ △485,000

　新株の発行による収入  737,386 ─ 971,669

　割賦債務等の返済による支出  △168,472 △3,669 △197,388

　 配当金の支払額  △172,558 △337 △174,255

   自己株式の売却収入  136,320 ─ 136,320

  自己株式の取得支出  △2,516 △279 △3,676

   その他  △100,000 ─ △116,800

　　財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,136,380 363,574 △505,662

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

 39 ─ 29

Ⅴ　現金及び現金同等物の

増加額(△減少額)
 999,734 △1,417,045 87,801

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  2,670,135 2,213,440 2,670,135

１．現金及び現金同等物の期首残

高
 2,670,143 2,213,440 2,670,143

　　２．連結除外による現金及び現金同

等物の期首残高減少額
 △7 ─ △7

Ⅶ　連結除外に伴う現金及び現金同等

物の減少額
 ─ △26,972 ─

Ⅷ　会社分割に伴う現金及び現金同等

物の減少額
 △544,497 ─ △544,497
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Ⅸ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

 3,125,373 769,422 2,213,440
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

当社グループは当中間連結会計

期間において、会社分割に係る移

転損失の計上の結果、10,887,362

千円の重要な中間純損失を計上し

ました。当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在

しております。

中間連結財務諸表提出会社であ

る当社は平成18年11月27日に公表

したスパークス証券株式会社及び

ゴールドマン・サックス・グルー

プ（スパークス証券株式会社と併

せて以下「スポンサー」）との間

の事業の再生又は再構築に関する

合意に基づき、当社グループ事業

のスポンサーの支援による再生又

は再構築の検討を進めてきました

が、そのなかで当社のおかれてい

る事業上、財務上の状況を改めて

精査したところ、過大かつ営業

キャッシュフローに見合わない有

利子負債の返済スケジュールが当

社の最大の問題であると認識する

に至りました。この問題の根本的

な解決のためには、当社の小売事

業と不動産関連事業を切り離し、

金融機関にとって長期の貸付を実

施しやすい不動産関連事業におい

て全有利子負債を引き受けること

が最善であると判断、平成19年3月

28日、当社の不動産関連事業を会

社分割（新設分割。以下「本会社

分割」）し、全有利子負債ととも

に新設分割設立会社（株式会社

トーラスリアルティ）に承継させ

ております。移転損失は本会社分

割に伴うものであり、当中間連結

会計期間における一時的なものと

認識しております。

中間連結財務諸表提出会社であ

る当社は、当該状況を解消すべく、

事業の再生・再構築を進めるな

か、本会社分割のほか、スポンサー

との間に一定の資本関係を構築

し、専門的知識を有する人員の派

遣も含めた総合的な支援を受けて

おります。また小売事業の建直し

を図るべく中期５ヵ年事業計画を

策定しました。当該計画の達成に

向けて、以下のように業務改善を

行い安定した経営を目指します。

当社グループは当中間連結会計
期間において、小売事業の環境変
化（競争激化、メーカー価格の上
昇）による収益力の回復遅延、消
費者ニーズの多様化によるレ
ジャー事業の不振、不採算事業か
らの撤退及び適正人員体制を整え
るためのリストラ加速に伴う損失
計上の結果、671,546千円の重要な
営業損失、688,681千円の重要な経
常損失、2,053,020千円の重要な中
間純損失及び1,628,651千円の重
要なマイナスの営業キャッシュ・
フローを計上しました。また
567,386千円の債務超過に陥って
いるほか、借入金の返済条項の履
行が困難な状況にあります。これ
らの状況により、継続企業の前提
に関する重要な疑義が存在してお
ります。
当社は、当該状況を解消すべ

く、平成18年11月27日に公表した
スパークス証券株式会社及び
ゴールドマン・サックス・グ
ループ（スパークス証券株式会
社 と 併 せ て 以 下 「 ス ポ ン
サー」）との間の事業の再生又
は再構築に関する合意に基づき、
スポンサーとの間に一定の資本
関係を構築し、専門的知識を有す
る人員の派遣も含めた総合的な
支援を受けておりましたが、現状
当該基本合意は継続しているも
のの、今後、人的・資本的な追加
支援が不透明な状況にあります。
また、前連結会計年度において

中期５ヵ年計画を策定し、当該計
画の達成及び財務体質の改善等
再建に向け以下の施策を実施し
ております。
２．平成19年10月に株式会社ド
リームハウス、平成20年2月に本間
物産株式会社を売却したほ
 

当社グループは当連結会計年度

において、小売事業におけるオー

バーストア化を主因とした競争激

化のなかでの苦戦、外部環境激化

及び消費者ニーズの多様化による

レジャー事業の不振、及び卸売新

規事業での採算性確保の困難化に

伴う505,858千円の重要な営業損

失を計上し、また事業の再生・再

構築のもと、不採算事業の閉鎖及

び不動産事業の切り離しに伴う移

転損失等の計上の結果、923,647千

円 の 重 要 な 経 常 損 失 及 び

11,150,942千円の重要な当期純損

失を計上しました。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。

当社は平成18年11月27日に公表

したスパークス証券株式会社及び

ゴールドマン・サックス・グルー

プ（スパークス証券株式会社と併

せて以下「スポンサー」）との間

の事業の再生又は再構築に関する

合意に基づき、当社グループ事業

のスポンサーの支援による再生又

は再構築の検討を進めてきました

が、そのなかで当社のおかれてい

る事業上、財務上の状況を改めて

精査したところ、過大かつ営業

キャッシュフローに見合わない有

利子負債の返済スケジュールが当

社の最大の問題であると認識する

に至りました。この問題の根本的

な解決のためには、当社の小売事

業と不動産関連事業を切り離し、

金融機関にとって長期の貸付を実

施しやすい不動産関連事業におい

て全有利子負債を引き受けること

が最善であると判断、平成19年3月

28日、当社の不動産関連事業を会

社分割（新設分割。以下「本会社

分割」）し、全有利子負債ととも

に新設分割設立会社（株式会社

トーラスリアルティ）に承継させ

ております。移転損失は本会社分

割に伴うものであり、当連結会計

年度における一時的なものと認識

しております。

当社は、当該状況を解消すべく、

事業の再生・再構築を進めるな

か、本会社分割のほか、スポンサー

との間に一定の資本関係を構築

し、専門的知識を有する人員の
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１．店舗重視の組織への変革

年々、売上が落ち込むなか、業績

改善に向けて事業別管理から店舗

別管理への組織変更することでき

め細かい販促活動を実施し、店舗

個々の特徴を生かしながら地域に

密着した店舗作りを行うことで売

上高の増加を図ります。

２．売上・客数の増加 

現在、ショッピングセンターの

老朽化に伴い店舗のリニューアル

実施に向けて検討中であります。

今後、リニューアルすることによ

り、ショッピングセンター全体が

活性化され集客力の増加となるこ

とで売上高の増加を図ります。

３．粗利益の改善

魅力ある商品を魅力ある適正な

価格で販売し、廃棄ロスを低減す

る取り組みを強化することで粗利

益率向上を図ります。

４．経費の見直しによる削減

現在、本社や店舗における人件

費を見直しており、効率的な人員

配置をすることで無駄を無くし人

件費の削減に努めてまいります。

また、現在の管理費を再度、見直

しを進めており財務体質の改善に

取組んでおります。

以上のような施策を打ち出し、

その達成に向け邁進してまいりま

す。

中間連結財務諸表は継続企業を

前提に作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映しておりません。

か、遠方の滝川店・浦河店を閉

鎖することにより、ノウハウ、

資金、及び人的経営資源配分の

面におけるSM事業への経営資

源の特化体制を実現いたしま

した。

 

これら膿み出しを恐れない施策

を推進してきた結果、財務上大き

く傷付くことにはなりましたが、

不採算事業からの撤退及び小売事

業への特化体制構築（経営資源を

コア事業であるスーパーマーケッ

ト事業（以下、SM事業）に集中さ

せ、コア事業以外からの資金流出

を止める）をほぼ完了、札幌近郊

を主体とした大型店舗9ケ店の単

体SM事業のみの機動力ある組織体

制を構築いたしました。

しかしながら、当社の現在の状

況等に鑑みますと、スポンサーの

人的・資本的な追加的支援が不透

明な状況にあるほか、当初中期

５ヵ年事業計画とは現在の９店舗

の収益構造、今後の新店計画及び

既存店舗の改修計画等において大

きな乖離が生じております。

　

当状況を打開するため、当社は

事業再生を目的として合同会社月

光（The Goldman Sachs Group ,

Inc100%子会社）所有株式の大部

分を譲渡する形で、株式会社トラ

イアルカンパニー（以下トライア

ル）と業務提携の基本合意書を締

結いたしました。トライアルは

スーパーセンター形式（食品・日

用品・衣料・雑貨等）を柱とし、

全国規模での営業を目指している

急成長企業であります。トライア

ルの経営戦略のひとつとして、不

採算が主要因で閉店した量販店、

ホームセンターの店舗を再生させ

ることも含まれ、数多くの店舗再

生の実績とそのためのノウハウを

所有している企業です。

当社は今回の業務提携基本合意

書の締結により、損益計画及び財

務計画を含むカウボーイ中期経営

改善計画を作成いたしました。当

該計画達成に向け、以下のとおり

筋肉体質の新しいビジネスモデル

構築して参ります。

(1) 食肉・青果・鮮魚・惣菜部門へ

の特化

派遣も含めた総合的な支援を受け

ております。また小売事業の建直し

を図るべく中期５ヵ年事業計画を

策定し、当該計画の達成及び財務体

質の改善等再建に向けた以下の活

動を展開中であります。

１．不採算事業からの撤退及び小

売事業への特化体制構築

　当社の収益改善の遅れの大きな

要因として、不採算事業の選別の

遅れによる経営資源の分散化が大

きく影響しているものと考え、

スーパーマーケット小売事業（以

下「SM事業」）への特化体制の構

築を急いでおります。主要子会社

としては平成19年9月に株式会社

札幌惣菜を事業閉鎖、平成19年10

月1日付で株式会社ドリームハウ

スを事業譲渡し、前連結会計年度

で10社存在していた子会社を実質

的に2社までに整理しております。

当該施策により、今後ノウハウ、

資金、及び人的経営資源配分の面

において、SM事業からの様々な経

営資源の流出を抑え、SM事業への

経営資源の特化体制につながって

いきます。株式会社グルメボーイ

をはじめ、引き続き不採算事業の

見直し及び整理を継続していきま

す。

２．SM事業の立て直し

　コア事業となるSM事業につい

ては以下の施策に取り組んでお

ります。

(1) 店舗重視の組織への変革

　事業別管理から店舗別管理へ

の組織変更を実施することでき

め細かい販促活動を実施し、店

舗個々の特徴を生かしながら地

域に密着した店舗づくりを行う

ことで売上高の増加を図りま

す。

(2) モデル店の設定

　当社の目指す「毎日がお買い

得で、エキサイティングな食生

活を豊かにするスーパー」の構

築に向け、モデル店の改装オー

プンを平成19年11月に行いまし

た、今後モデル店の感触を確か

めながら順次店舗改装を計画し

ていくことで、来店客数及び客

単価のアップを図ります。

(3) 利益面の確保

魅力ある商品を魅力ある適正
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

 従来、当社においてノウハウ・

スケールメリットの面から利益

貢献度が低かった食品・酒類・

日用雑貨部門についてはトライ

アルが直営し、利益貢献度の高

い食肉・青果・鮮魚・惣菜の4

部門をカウボーイが運営しま

す。当社・トライアル両社に

とっての得意分野を分担するこ

とで共生を図り、セリングパ

ワーの増強に繫げていくもので

す。

加えて、業務分担による得意

分野に特化した規模の縮小を行

うことで、それに見合ったロー

コストオペレーション運営を目

指すことで、外部環境等の急激

な変化に耐えられるようなリス

ク対応競争力を付けていきま

す。

(2) トライアルブランドの活用及び

トライアルモデルの採用

当社店舗を
新しい屋号（TRIAL）に順次
変更していくことで、消費者に
とって「カウボーイ」が抱える
マイナス面のイメージを払拭す
ることを目指します。
加えて、食品のみならず、日用
品・雑貨・衣料等圧倒的品揃え
とエブリデーロープライスの戦
略の下での商品MIX・シナジー
効果で、スーパーセンター業態
に取り組み、成功を収めている
トライアルモデルでのオペレー
ションに取り組んでいきます。

(3) 深夜への業務延長もしくは24
時間営業の挑戦
消費者の利便性・ニーズに配
慮し、深夜営業（もしくは24時
間営業）にトライアルのノウハ
ウ・指導を仰ぎながら挑戦して
いくことで、売上高の増加を指
向させていきます。
 
当社、トライアル共闘型の
「スーパーセンター方式」でのビ
ジネスモデルを構築することで、
北海道地区における新しいビジネ
スモデルが切り開け、早期の業績
回復に繫がるものと考えておりま
す。

また、ジェイ・エル・キュー・

エルエルシー東京支店からの借入

金につきましては業務提携基本合

意先であるトライアルへ債権譲渡

されることに合意いたしました。

な価格で販売し、廃棄ロスを低

減する取り組みの強化、人件費

を主体とした経費見直し及び削

減により、利益確保に努めてい

きます。

 

上記の事項は一時的な痛みを伴う

ことが考えられますが、中期５ヵ

年事業計画において発表のとお

り、平成20年9月までを「仕組みづ

くり」期間として、試行錯誤を重

ねながら企業インフラをまず構築

することを念頭に取り組んでいき

ます。

連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映しておりません。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

 

当該、債権譲渡に係る個別契約を
締結後（平成20年8月末日を目途
として速やかに締結いたしま
す。）、返済期限は平成20年7月末
日から平成21年7月末日まで延期
することになっております。
　　債務超過の解消につきましては、
上記に記載しておりますとおり、
トライアルとの共闘型ビジネスモ
デルを確立し収益の改善による剰
余金の蓄積、引当済保証債務の解
消に取り組むことで債務超過から
の脱却を図っていきます。
 
　　中間連結財務諸表は継続企業を前
提に作成しており、このような重
要な疑義の影響を中間連結財務諸
表には反映しておりません。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社７社

　　　…㈱ユーケイサービス、C1osed 

joint-stock company 

Sakhalin Cowboy (サハリ

ンカウボーイ)、

㈱グルメボーイ、本間物産

㈱、㈱ドリームハウス、エ

メラルド・ウイング・ア

ルファ㈲、㈱札幌惣菜

①平成19年３月28日に設立

した不動産関連事業の会

社分割に伴う新設分割会

社株式会社トーラスリア

ルティにつきましては、

平成19年４月11日に全保

有株式を売却しており、

支配が一時的であるため

連結の範囲から除外して

おります。

②㈱ガイアジャパンは重要

性がなくなったため連結

の範囲から除外しており

ます。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社４社

　　　…㈱グルメボーイ、本間物産

㈱、エメラルド・ウイン

グ・アルファ㈲、㈱札幌

惣菜

 

 

 

　　　　　

①㈱グルメボーイは、平成

20年２月１日に全保有

株式を譲渡したため、平

成20年１月までの損益

計算書のみを連結して

おります。

②本間物産㈱は、平成20年

２月29日全保有株式を

譲渡したため、平成20年

３月(みなし売却日)ま

での損益計算書のみを

連結しております。

③エメラルド・ウイング

・アルファ㈲は、「特別

目的会社を活用した不

動産の流動化に係わる

譲渡人の会計処理に関

する実務指針」に基づ

き連結グループにおけ

るリスク負担割合を勘

案し連結の範囲に含め

ておりましたが、前連結

会計年度末に全不動産

を本間物産㈱に売却し

たことに伴い、当該リス

クが本間物産㈱に移転

したため、連結の範囲か

ら除外しております。な

お、エメラルド・ウイン

グ・アルファ㈲と連結

グループ間の取引が終

了した平成19年11月ま

での損益計算書のみを

連結しております。

④㈱札幌惣菜は、平成20年

１月に清算したため、そ

の時点までの損益計算

書のみを連結しており

ます。

 

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社５社

　　　…㈱グルメボーイ、本間物産

㈱、㈱ドリームハウス、㈱

エメラルド・ウイング・

アルファ㈲、㈱札幌惣菜

 

 

 

 

①平成19年３月28日に設

立した不動産関連事業

の会社分割に伴う新設

分割会社株式会社トー

ラスリアルティにつき

ましては、平成19年４月

11日に全保有株式を売

却しており、支配が一時

的であるため連結の範

囲から除外しておりま

す。

②㈱ガイアジャパンは重

要性がなくなったため

連結の範囲から除外し

ております。

③㈱ユーケイサービスは

当社が全保有株式を売

却したため、その時点ま

での損益計算書のみを

連結しております。

④C1osed joint-stock 

company Sakhalin 

Cowboyは当社が全保有

株式を売却したため、平

成19年８月までの損益

計算書のみを連結して

おります。

⑤㈱札幌惣菜は平成19年

９月に解散決議してお

ります。

⑥㈱ドリームハウスは、平

成19年10月１日に全保

有株式を譲渡しており

ます。

前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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 ⑤前連結会計年度まで、連

結の範囲に含めており

ました㈱ドリームハウ

スは、平成19年10月１日

に全保有株式を譲渡し

たため、当中間連結会計

期間の期首より連結の

範囲から除外しており

ます。

 

　(2) 非連結子会社…㈱ワンオール

　　　非連結子会社の総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

小規模であり、かつ全体として

も中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため連

結の範囲から除外しておりま

す。

　(2) 　　　―――― 　(2) 非連結子会社…該当事項は

あ り ま せ

ん。

　　　なお、㈱ワンオールは平成19年

８月に全保有株式を売却し非

連結子会社に該当しなくなり

ました。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した会社

　　　非連結子会社１社…㈱ワンオー

ル

２　　　　　―――― ２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した会社

…該当事項はありません。

㈱ワンオールは平成19年８

月に全保有株式を売却し持

分法適用会社に該当しなく

なりました。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうちエメラル

ド・ウィング・アルファ㈲の

決算日は１月31日であり中間

連結決算日との差は３ケ月以

内であるため、中間連結財務諸

表作成に当っては中間決算日

現在の中間財務諸表を使用し

ております。ただし、中間連結

決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な

調整を行っております。

又、Closed joint-stock

company Sakhalin Cowboy(サ

ハリンカウボーイ)の中間決算

日は６月30日であり、中間連結

財務諸表作成に当っては中間

連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。

３　　　　　―――― ３　連結子会社の事業年度等に関

する事項

　　　連結子会社のうち、エメラルド

・ウィング・アルファ㈲の決

算日は７月31日であり連結決

算日との差は３ケ月以内であ

るため、当該連結子会社の事

業年度に係る財務諸表を基礎

として連結を行っておりま

す。ただし、連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行って

おります。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　・その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

…中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。)

　　　　　時価のないもの

…主として移動平均

法による原価法

なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引法

第２条第２項によ

り有価証券とみな

されるもの)につい

ては、組合規約に規

定される決算報告

日に応じて入手可

能な最近の決算書

を基礎とし、持分相

当額を純額で取り

込む方法によって

おります。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　・その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

同左

 

 

 

 

 

 

　　　　　時価のないもの

…主として移動平均

法による原価法

なお、投資事業

有限責任組合及び

それに類する組合

への出資(金融商

品取引法第２条第

２項により有価証

券とみなされるも

の)については、組

合規約に規定され

る決算報告日に応

じて入手可能な最

近の決算書を基礎

とし、持分相当額

を純額で取り込む

方法によっており

ます。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　・その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

…決算日の市場価格

等　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　に基

づく時価法(評価差

額は全部純資産直

入法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

 

　　　　　時価のないもの

…主として移動平均

法による原価法

なお、投資事業

有限責任組合及び

それに類する組合

への出資(金融商

品取引法第２条第

２項により有価証

券とみなされるも

の)については、組

合規約に規定され

る決算報告日に応

じて入手可能な最

近の決算書を基礎

とし、持分相当額

を純額で取り込む

方法によっており

ます。

　　②　デリバティブ

　　　　　　…時価法

　　②　　 ――――

 

　　②　デリバティブ

…時価法

　　③　たな卸資産

…最終仕入原価法(酒

類は移動平均法に

よる原価法)

　　③　たな卸資産

同左

 

 

　　③　たな卸資産

同左
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

…当社については、建物

は定額法、その他の有

形固定資産は定率法を

採用しております。ま

た、連結子会社につい

ては、本間物産㈱、

エメラルド・ウィング

・アルファ㈲が定額法

によっている他は、定

率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を

除く。)については定額

法)を採用しておりま

す。

主な科目の耐用年数

は次の通りでありま

す。

　　　　　建物及び構築物

　　　　　３～45年

　なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資

産については、３年間

で均等償却する方法を

採用しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

…当社については、建物

は定額法、その他の有

形固定資産は定率法を

採用しております。ま

た、連結子会社につい

ては、本間物産㈱が定

率法によっている他

は、定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設

備を除く。)については

定額法)を採用してお

ります。

主な科目の耐用年数は

次の通りであります。

　　　　　建物及び構築物

　　　　　３～45年

　なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資

産については、３年間

で均等償却する方法を

採用しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

…当社については、建物

は定額法、その他の有

形固定資産は定率法を

採用しております。ま

た、連結子会社につい

ては、本間物産㈱、エメ

ラルド・ウィング・ア

ルファ㈲が定額法に

よっている他は、定率

法(ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(附属設備を除

く。)については定額

法)を採用しておりま

す。平成19年４月１日

以降取得の有形固定資

産については、改正後

の法人税法に規定する

減価償却の方法により

減価償却費を計上して

おります。

主な科目の耐用年数

は次の通りでありま

す。

　　　　　建物及び構築物

　　　　　３～45年

　なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資

産については、３年間

で均等償却する方法を

採用しております。

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、

法人税法の改正(所得

税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月

30日法律第６号)及び

(法人税法施行令の一

部を改正する政令　平

成19年３月30日政令第

83号)に伴い、平成19年

４月１日以降取得の固

定資産については、改

正後の法人税法に規定

する減価償却の方法に

より、減価償却費を計

上しております。

　これによる損益に与

える影響は軽微であり

ます。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　　②　無形固定資産

…自社利用のソフト

ウェアについては、

社内における利用

可能期間(５年)に

基づく定額法を採

用しております。

　　②　無形固定資産

同左

　　②　無形固定資産

同左

　　③　長期前払費用(投資その他の

資産その他)

…定額法

　　③　長期前払費用(投資その他の

資産その他)

同左

　　③　長期前払費用(投資その他の

資産その他)

同左

　(3) 重要な繰延資産の処理方法　

　　　　株式交付費

        支出時に全額費用として

処理しております。

(3) 　　―――― 　(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として

処理しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　(イ)貸倒引当金

　　　　売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

同左

 

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　(イ)貸倒引当金

同左

 

　　(ロ)賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間の負担

額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

同左

　　(ロ)賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額

を計上しております。

　　(ハ)退職給付引当金

　　　　当社及び主要な連結子会社に

おいて従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

(ハ)退職給付引当金

当社において従業員の退

職給付に備えるため、当

事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

　　(ハ)退職給付引当金

　　　　当社及び主要な連結子会社に

おいて従業員の退職給付

に備えるため、当連結会

計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上してお

ります。

　　(ニ)債務保証損失引当金

保証債務の履行による損

失に備えるため、被保証先

の財政状態等を検討して

保証履行の可能性の高い

債務保証につき損失見込

額を計上しております。

(ニ)債務保証損失引当金

同左

(ニ)債務保証損失引当金

同左
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　(5) 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、当中間

連結会計期間末日の直物

為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(5)　　 ―――― 　(5) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してお

ります。

　(6) 重要なリース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理に

よっております。

　(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　金利スワップの特例処理の要

件を充たすものについて

特例処理によっておりま

す。

　(7) 　　―――― 　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　金利スワップの特例処理の要

件を充たすものについて

特例処理によっておりま

す。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　借入金の金利上昇リスクに対

し、金利スワップ契約を締

結しております。

 　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　借入金の金利上昇リスクに対

し、金利スワップ契約を締

結しております。

　　③　ヘッジ方針

　　　　借入金の金利上昇リスクを

ヘッジし、金利コストの安

定化をはかるために実施

しております。

 　　③　ヘッジ方針

　　　　借入金の金利上昇リスクを

ヘッジし、金利コストの安

定化をはかるために実施

しております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　特例処理によっている金利ス

ワップについては有効性

の評価を省略しておりま

す。

 　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　特例処理によっている金利ス

ワップについては有効性

の評価を省略しておりま

す。

　(8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　　　消費税等の会計処理方法

　　　　　　税抜方式

　(8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　　　消費税等の会計処理方法

同左

　(8) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

　　　　消費税等の会計処理方法

同左
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５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　　　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引出し可能な預金および

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得

日から３ケ月以内に償還期

限の到来する短期投資から

なっております。

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

出し可能な預金および容易

に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日か

ら３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっ

ております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

（企業結合に係る会計基準等）

当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会　平成18年12月22日　企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。

―――― （企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会　平成18年12月22日　

企業会計基準適用指針第10号）を

適用しております。

 

表示方法の変更

 
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前中間連結会計期間まで、投資その他の資産「そ

の他」に含めて表示しておりました「差入保証金」

については、当中間連結会計期間において資産総額

の100分の５を超えることとなったため、当中間連結

会計期間より区分掲記することといたしました。

なお、前中間連結会計期間の「差入保証金」は

1,483,489千円であります。

前中間連結会計期間まで、流動資産「その他」に

含めて表示しておりました「未収入金」について

は、当中間連結会計期間において資産総額の100分の

５を超えることとなったため、当中間連結会計期間

より区分掲記することといたしました。

 　なお、前中間連結会計期間の「未収入金」は

231,597千円であります。

前中間連結会計期間まで、流動負債「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」については、

当中間連結会計期間において資産総額の100分の５

を超えることとなったため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記することといたしました。

なお、前中間連結会計期間の「未払金」は908,508

千円であります。

前中間連結会計期間まで、投資その他の資産「そ

の他」に含めて表示しておりました「破産更生債権

等」については、当中間連結会計期間において資産

総額の100分の５を超えることとなったため、当中間

連結会計期間より区分掲記することといたしまし

た。

なお、前中間連結会計期間の「破産更生債権等」

は229,074千円であります。

―――― 前中間連結会計期間まで、流動負債「その他」に

含めて表示しておりました「短期リース資産減損勘

定」については、当中間連結会計期間において負債

及び純資産の合計の100分の５を超えることとなっ

たため、当中間連結会計期間より区分掲記すること

といたしました。
 なお、前中間連結会計期間の「短期リース資産減

損勘定」は1,025千円であります。

 

次へ
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

 
前中間連結会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年３月31日)

前連結会計年度末
(平成19年９月30日)

※１　担保提供資産

　(1) 債務の担保に供している資産

は下記のとおりであります。

資産の種類 金額

建物及び構築物 424,260千円

土地 307,605千円

無形固定資産　　　　 133,626千円

投資その他の資産
その他

10,000千円

計 875,493千円

※１　　　―――――　 ※１　担保提供資産

　(1) 債務の担保に供している資産

は下記のとおりであります。

資産の種類 金額

建物及び構築物 483,251千円

土地 349,897千円

差入保証金 259,500千円

投資その他の資産
その他

10,000千円

計 1,102,648千円
　

　(2) 上記に対応する債務

債務の種類 金額

支払手形及び買掛金 4,661千円

短期借入金 71,120千円

長期借入金 431,420千円

計 507,201千円

 　(2) 上記に対応する債務

債務の種類 金額

支払手形及び買掛金 4,150千円

短期借入金 202,098千円

長期借入金 713,279千円

計 919,528千円
　

　２　受取手形裏書譲渡高

22,452千円

　２　　　―――――　 　２　　　―――――　

　３　偶発債務

　　　下記の連帯保証を行っておりま

す。

　　　連結会社以外の会社の金融機関

よりの借入金に対する連帯

保証

保証先 保証額

㈱トーラスリア

ルティ
875,804千円

　　　　計　　　　 　875,804千円

 

 

 

 

連結会社以外の会社のリース

取引に対する連帯保証

保証先 保証額

㈱トーラスリア

ルティ
268,196千円

計　　　　 　268,196千円

 

 

　３　偶発債務

　　　下記の連帯保証を行っておりま

す。

　　　連結会社以外の会社の金融機関

よりの借入金に対する連帯

保証

保証先 保証額

本間物産㈱ 70,872千円

　　　　計　　　　 　 70,872千円

なお 、上記保証額のうち
33,520千円については平成20
年6月16日において連帯保証
が解除されております。

 

連結会社以外の会社のリース

取引に対する連帯保証

保証先 保証額

㈱グルメボーイ 688千円

計　　　　 　     688千円

 

 

　３　偶発債務

―――――　

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　 　       

 

 

 

 

連結会社以外の会社のリース

取引に対する連帯保証

保証先 保証額

㈱トーラスリア

ルティ
220,565千円

計　　　　 　 220,565千円
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前中間連結会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年３月31日)

前連結会計年度末
(平成19年９月30日)

※４　   ―――――　 ※４　当社グループは、運転資金の効

率的な調達を行うためゴール

ドマン・サックス・グループ

のジェイ・エル・キュー・エ

ルエルシー東京支店とクレ

ジット・ファシリティ契約を

締結しております。

 

総貸付極度額  500,000千円

実行額残高　　　500,000千円

計　　　　　　　  0千円

 

なお、前連結会計年度末にお

いて担保提供しておりました

投資有価証券500,000千円は

当中間連結会計期間末におい

て 投 資 有 価 証 券 評 価 損

500,000千円を計上しており

ます。

また、上記クレジット・ファシ

リティ契約は平成20年4月15日

に終了しており、それに伴い当

該投資有価証券の担保提供は

解除しております。

 

※４　当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うためゴー

ルドマン・サックス・グルー

プのジェイ・エル・キュー・

エルエルシー東京支店とクレ

ジット・ファシリティ契約を

締結しております。

 

総貸付極度額  500,000千円

実行額残高          0千円

計　　　  500,000千円

 

なお、下記の資産を担保に提

供しております。

投資有価証券　　500,000千円

※５　中間連結会計期間末日満期

手

形の処理

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については手

形交換日をもって決済処理し

ております。

なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形　　　　　6,811千円

※５　　　―――――　 ※５　　  ―――――　
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(中間連結損益計算書関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 260,182千円

給料手当 1,740,190千円

賞与引当金
繰入額

78,263千円

退職給付費用 37,721千円

水道光熱費 560,606千円
　

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 246,276千円

給料手当 1,379,347千円

賞与引当金
繰入額

76,637千円

退職給付費用 56,264千円

水道光熱費 525,212千円

賃借料 725,213千円
　

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 513,551千円

給料手当 3,464,200千円

賞与引当金
繰入額

117,178千円

退職給付費用 53,379千円

水道光熱費 1,154,754千円

賃借料 1,035,953千円
　

※２　投資事業組合投資利益につき

ましては、投資事業組合への

出資に対する受取配当金で

あります。

※２       ―――――　 ※２　投資事業組合投資利益につき

ましては、投資事業組合への

出資に対する受取配当金で

あります。

※３　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械装置及び

運搬具

土地

13千円

 

245千円

　　　計 258千円

※３　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械装置及び

運搬具

工具器具備品

1,283千円

 

500千円

　　　計 1,783千円

※３　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械装置及び

運搬具

工具器具備品

土地

18千円
 
 

1,229千円
245千円

　　　計 1,492千円
　

※４　固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。

　

 

 

 

＜除却損＞

建物及び構築物
機械装置及び

運搬具

工具器具備品

無形固定資産

長期前払費用

284,294千円
3,179千円

 

85,257千円

183千円

67千円

　　計 372,982千円

  

※４　固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。

＜売却損＞

建物及び構築物 13,407千円

工具器具備品 5,323千円

　　計 18,731千円

　＜除却損＞

建物及び構築物 4,967千円
機械装置及び

運搬具

 
639千円

工具器具備品 3,214千円

無形固定資産 602千円

　　計 9,423千円

※４　固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。

　＜売却損＞

工具器具備品 1,206千円

　　計 1,206千円
 
＜除却損＞

建物及び構築物 285,071千円
機械装置及び

運搬具

 
3,854千円 

工具器具備品 149,775千円 
無形固定資産 183千円 
長期前払費用 67千円 
　　　計 438,951千円 
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※５．減損損失

　　　当中間連結会計期間において、

以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要

用途 種類 場所 金額(千円)

店　 舗 建物等 札幌市 41,601

店 　舗 建物等 北斗市 28,827

店 　舗 建物等 大崎町 48,179

店 　舗 建物等 山形県 32,289

店 　舗
工具器
具備品

上越市他 1,698

※５．減損損失

　　　当中間連結会計期間において、

以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要

用途 種類 場所 金額(千円)

店　 舗 建物等 札幌市 294,922

店 　舗 建物等 苫小牧市 12,334

店 　舗 建物等 北斗市 34,857

店 　舗 建物等 恵庭市 3,794

本　　社
工具器
具備品
他

札幌市 409,746

※５．減損損失

　　　当連結会計年度において、以下

の資産グループについて減損

損失を計上しております。

 

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要

用途 種類 場所 金額(千円)

店　 舗 建物等 札幌市 63,966

店 　舗 建物等 北斗市 28,827

店 　舗 建物等 大崎町 48,179

店 　舗 建物等 山形県 32,289

店 　舗
工具器
具備品

上越市他 26,350

(2)減損損失を認識するに至った経

緯

　 店舗における営業活動及び賃貸

用不動産から生ずる損益が継続し

てマイナスまたは継続してマイナ

スとなる見込みである資産グルー

プ及び遊休状態にあり今後の使用

目処が立っていない資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。

 

(2)減損損失を認識するに至った経

緯

　 事業再生中でありますが、現時点

での営業収益の回復見込みが長期

的であり且つ不透明な為、当社が

使用する固定資産の全額及びリー

ス資産の一部について減額し、当

該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

 

(2)減損損失を認識するに至った経

緯

　 店舗における営業活動及び賃貸

用不動産から生ずる損益が継続し

てマイナスまたは継続してマイナ

スとなる見込みである資産グルー

プ及び遊休状態にあり今後の使用

目処が立っていない資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。

 

(3)減損損失の金額

種類 金額(千円)

建物及び構築物 63,242

機械装置及び
運搬具 9,155

工具器具備品 72,259

無形固定資産 732

リース資産 7,206

合計 152,596

(3)減損損失の金額

種類 金額(千円)

建物及び構築物 178,959

機械装置及び
運搬具 4,430

工具器具備品 185,220

無形固定資産 86,279

リース資産 300,765

合計 755,654

　　　　　　　

(3)減損損失の金額

種類 金額(千円)

建物及び構築物 63,362

機械装置及び
運搬具 23,748

工具器具備品 73,111

無形固定資産 732

リース資産 38,658

合計 199,613

(4)資産のグルーピングの方法

　 キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、店舗を基礎とし

てグルーピングしております。ま

た、遊休資産については個別の物

件単位毎にグルーピングしており

ます。

(4)資産のグルーピングの方法

　 キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、店舗を基礎とし

てグルーピングしております。

(4)資産のグルーピングの方法

　 キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、店舗を基礎とし

てグルーピングしております。ま

た、遊休資産については個別の物

件単位毎にグルーピングしており

ます。
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は正

味売却価額または使用価値により

測定しております。正味売却価額に

ついては建物他については税法規

定に基づく残存価額を適用してお

ります。

 

(5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりま

すが、現時点での営業収益の回復見

込みが長期的であり且つ不透明な

為、実質的な価値はないと判断し正

味売却価額は零としております。

 

(5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は正

味売却価額または使用価値により

測定しております。正味売却価額に

ついては建物他については税法規

定に基づく残存価額を適用してお

ります。また、実質的な価値はない

と判断したものにつきましては正

味売却価額は零としております。

※６．移転損失

中間財務諸表注記事項（企業

結合等関係）に記載の通りであ

ります。

※６．　　―――――　 ※６．移転損失

財務諸表注記事項（企業結合

等関係）に記載の通りでありま

す。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)　

前中間連結会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 17,960,765 3,000,000 ― 20,960,765

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　新株発行による増加　　　　3,000,000株

　　　　　　　　　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間

末

普通株式(株) 568,930 8,700 568,000 9,630

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　8,700株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　第三者割当による自己株式処分　　　　　568,000株

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月26日
定時株主総会

普通株式 173,923 １０ 平成18年９月30日平成18年12月27日
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当中間連結会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 22,304,765 ─ ─ 22,304,765

 
　　　　　　　　　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 14,840 3,120 ─ 17,960

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　    3,120株

 

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数（個）
当中間連結会計

期間末残高

（千円）

前連結会

計

年度末

増加 減少
当中間連結

会計期間末

提出会社

株式会社カウボー

イ

第１回新株予約権

普通株式
3,000 ─ ─ 3,000 ─

合計 3,000 ─ ─ 3,000 ─

 

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度 増加 減少 当連結会計年度

普通株式(株) 17,960,765 4,344,000 ─ 22,304,765

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　第三者割当による新株の発行による増加　　　4,344,000株

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度 増加 減少 当連結会計年度

普通株式(株) 568,930 14,400 568,490 14,840

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　     14,400株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　第三者割当による自己株式処分　　　　　　　　568,000株

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月26日
定時株主総会

普通株式 173,923 １０ 平成18年９月30日平成18年12月27日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　       該当事項はありません。

　

(3)新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数（個）
当連結会計

年度末残高

（千円）

前連結会

計

年度末

増加 減少
当連結会計

年度末

提出会社

株式会社カウボー

イ

第１回新株予約権

普通株式
─ 3,000 ─ 3,000 ─

合計 ─ 3,000 ─ 3,000 ─

 

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び
預金勘定

3,181,386千円

預入期間が３カ
月を超える定期
預金等

△56,012千円

現金及び現金
同等物

3,125,373千円

　

現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び
預金勘定

769,422千円

現金及び現金
同等物

769,422千円

現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

2,263,440千円

預入期間が３カ
月を超える定期
預金等

△50,000千円

現金及び現金
同等物

2,213,440千円
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(リース取引関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末

残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末

残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高

相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額相
当額
(千円)

中間
期末残高
相当額

(千円)

機械装
置及び
運搬具

66,06526,398― 39,666

工具器
具備品

1,427,147529,91129,559867,676

無形固
定資産

119,50833,139― 86,369

合計 1,612,721589,44829,559993,713

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額相
当額
(千円)

中間
期末残高
相当額

(千円)

機械装
置及び
運搬具

56,81833,57512,12711,115

工具器
具備品

1,009,868562,735236,724210,409

無形固
定資産

119,50856,96562,543―

合計 1,186,196653,276311,395221,524

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額

(千円)

機械装
置及び
運搬具

66,06531,977 ─ 34,087

工具器
具備品

1,408,868650,880101,606656,381

無形固
定資産

119,50845,090 ─ 74,418

合計 1,594,441727,948101,606764,887

　②未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 311,806千円

１年超 744,047千円

合　計 1,055,853千円

　リース資産減損勘定中間期末残高

17,036千円

　②未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 224,328千円

１年超 329,091千円

合　計 553,420千円

　リース資産減損勘定中間期末残高

341,790千円

　②未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末

残高

未経過リース料期末残高相当

額

 

１年内 306,020千円

１年超 592,528千円

合　計 898,549千円

　リース資産減損勘定期末残高

117,886千円

　③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 211,493千円

リース資産減損  

勘定の取崩額 25,416千円

減価償却費

相当額
支払利息相当額

 

193,713千円
23,286千円

 

 

 

　③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 160,998千円

リース資産減損  

勘定の取崩額 21,507千円

減価償却費

相当額
減損損失

 

145,969千円
287,101千円

支払利息相当額 14,389千円
  

　③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 384,755千円

リース資産減損  

勘定の取崩額 52,672千円

減価償却費

相当額
減損損失

 

348,202千円
28,301千円

支払利息相当額 41,558千円
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前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

④減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　・リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

　利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

　利息相当額の算定方法

同左

　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間(平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

(1)　株式 14,048 21,859 7,811

(2)　債券    

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3)　その他 50,000 48,811 △1,188

合計 64,048 70,671 6,622

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、減損処理は

行っておりません。

また、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性を考慮して必要と認めた額につい

て減損処理を行うこととしております。

 

２　時価のない主な有価証券の内容

 

　　
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券  

非上場株式 33,428

出資金(投資事業有限責任組合) 91,728

関係会社株式 410,156
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当中間連結会計期間(平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

(1)　株式 3,635 6,756 3,121

(2)　債券    

国債・地方債等 ─ ─ ─

社債 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

(3)　その他 ─ ─ ─

合計 3,635 6,756 3,121

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、減損処理は

行っておりません。

また、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性を考慮して必要と認めた額につい

て減損処理を行うこととしております。

 

２　時価のない主な有価証券の内容

　　　 該当事項はありません。

　　　　 なお、当中間連結会計期間において、時価のないその他有価証券の出資金（投資事業有限責任組合）について

500,000千円の減損処理を行っております。
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前連結会計年度(平成19年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

(1)　株式 13,861 19,896 6,034

(2)　債券    

国債・地方債等 ─ ─ ─

社債 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

(3)　その他 50,000 48,324 △1,675

合計 63,861 68,220 4,358

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、減損処理は行っ

ておりません。

また、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性を考慮して必要と認めた額について減

損処理を行うこととしております。

 

２　時価のない主な有価証券の内容

 

　　
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券  

非上場株式 35,818

出資金(投資事業有限責任組合) 500,000
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(平成19年3月31日)

　　　　該当事項はありません。

　　　　

当中間連結会計期間(平成20年3月31日)

        該当事項はありません。

　　　　

前連結会計年度(平成19年9月30日)

　　　　該当事項はありません。

　　　　

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年10月1日　至　平成19年3月31日)

        該当事項はありません。

　　　　

当中間連結会計期間(自　平成19年10月1日　至　平成20年3月31日)

        該当事項はありません。

　　　　

前連結会計年度(自　平成18年10月1日　至　平成19年9月30日)

        該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)
 

 
小売事業
(千円)

卸売事業
(千円)

不動産
関連事業
(千円)

レジャー
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上高 18,477,6071,078,8111,368,4361,970,05512,74522,907,655 － 22,907,655

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

62,480 254,359708,054 60,276 40,5281,125,700(1,125,700)－

計 18,540,0871,333,1712,076,4912,030,33253,27424,033,356(1,125,700)22,907,655

営業費用 18,410,4021,421,0291,954,2102,124,53936,69823,946,880(1,005,625)22,941,255

営業利益又は営業損失(△) 129,685△87,858 122,280△94,207 16,575 86,475(120,074)△33,599

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称

事業区分は市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２　各区分に属する主要な役務等の名称は次の通りであります。

小売事業…………………食肉、魚介類、青果物、食品全般、米穀、日用雑貨、加工品、惣菜、酒類、衣料品

等の小売

卸売事業…………………食肉、魚介類、青果物、食品全般、加工品、惣菜、酒類、建設資材等の卸売

不動産関連事業…………不動産賃貸業、ディベロッパー事業、不動産コンサルタント事業等

レジャー事業……………温浴事業、ボウリング場等の運営、レストラン・ファーストフード運営

その他の事業……………コンサルタント事業(当社が使用している商号及び経営ノウハウ等の提

供)、施設警備事業等

 

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社及び子会社の管理

部門に係る費用であり、金額は115,997千円であります。

 

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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当中間連結会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)
 

 
小売事業
(千円)

卸売事業
(千円)

不動産
関連事業
(千円)

レジャー
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上高 16,539,150433,130 75,1191,046,03216,69018,110,124 ─ 18,110,124

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

42,216 6,316 74,460 25,236 2,000 150,230(150,230) ─

計 16,581,367439,447149,5791,071,26818,69018,260,355(150,230)18,110,124

営業費用 17,033,501434,821139,7901,209,1643,94418,821,222(39,552)18,781,670

営業利益又は営業損失(△) △452,134 4,626 9,789△137,895 14,746△560,867(110,678)△671,546

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称

事業区分は市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２　各区分に属する主要な役務等の名称は次の通りであります。

小売事業…………………食肉、魚介類、青果物、食品全般、米穀、日用雑貨、加工品、惣菜、酒類等の小売

卸売事業…………………食肉、食品全般、酒類、建設資材等の卸売

不動産関連事業…………不動産賃貸業等

レジャー事業……………温浴事業、ボウリング場等の運営、レストラン・ファーストフード運営

その他の事業……………コンサルタント事業(当社が使用している商号及び経営ノウハウ等の提供)

 

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社及び子会社の管理

部門に係る費用であり、金額は110,748千円であります。

 

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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前連結会計年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)
 

 
小売事業
(千円)

卸売事業
(千円)

不動産
関連事業
(千円)

レジャー
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上高 36,424,0311,591,9681,440,2983,559,87364,75143,080,924 ─ 43,080,924

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

116,965392,521832,626 86,487 49,7081,478,309(1,478,309)─

計 36,540,9971,984,4892,272,9253,646,361114,46044,559,233(1,478,309)43,080,924

営業費用 36,598,8592,086,0552,105,5454,016,50876,52944,883,497(1,296,714)43,586,783

営業利益又は営業損失(△) △57,862△101,566167,380△370,147 37,931△324,264 (181,594)△505,858

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称

事業区分は市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２　各区分に属する主要な役務等の名称は次の通りであります。

小売事業…………………食肉、魚介類、青果物、食品全般、米穀、日用雑貨、加工品、惣菜、酒類、衣料品

等の小売

卸売事業…………………食肉、魚介類、青果物、食品全般、加工品、惣菜、酒類、建築資材等の卸売

不動産関連事業…………不動産賃貸業、ディベロッパー事業、不動産コンサルタント事業等

レジャー事業……………温浴事業、ボウリング場等の運営、レストラン・ファーストフード運営

その他の事業……………コンサルタント事業(当社が使用している商号及び経営ノウハウ等の提

供)、施設警備事業等

 

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社及び子会社の管理

部門に係る費用であり、金額は198,100千円であります。

 

　　　 ４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社及び子会社の余資運用資金(現金及

び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、建設仮勘定及び管理部門等に係る資産等であり、金額は

2,866,286千円であります。

 

５　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

 63/122



【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自平成18年10月１日　至平成19年３月31日) 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間(自平成19年10月１日　至平成20年３月31日)

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

前連結会計年度(自平成18年10月１日　至平成19年９月30日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自平成18年10月１日　至平成19年３月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　

 

当中間連結会計期間(自平成19年10月１日　至平成20年３月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

前連結会計年度(自平成18年10月１日　至平成19年９月30日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

前中間連結会計期間（自　平成18年10月1日　至　平成19年3月31日）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的

形式を含む事業分離の概要

（1）分離先企業の名称及び分離した事業内容

　　　　 　名　　　称　　株式会社トーラスリアルティ

　　　 　　事業の内容　　不動産の賃貸業

（2）事業分離を行なった主な理由

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・

サックス・グループ（スパークス証券株式会社と併せて以下「スポンサー」）との

間の事業の再生又は再構築に関する合意に基づき、当社グループ事業のスポンサーに

よる支援によって再生又は再構築の検討を進めてきました。そのなかで当社のおかれ

ている事業上、財務上の状況を改めて精査したところ、過大かつ営業キャッシュフ

ローに見合わない有利子負債の返済スケジュールが当社の最大の問題であると認識

するに至りました。この問題の根本的な解決のためには、当社の小売事業と不動産関

連事業を切り離し、金融機関にとって長期の貸付を実施しやすい不動産関連事業にお

いて全有利子負債を引き受けることが最善であると判断し、平成19年３月28日、当社

の不動産関連事業を会社分割（新設分割。以下「本会社分割」）し、新設分割設立会

社（株式会社トーラスリアルティ）に承継させております。

（3）法的形式を含む事業分離の概要

当社を分割会社とし、会社分割に伴って新たに設立した新会社（株式会社トーラス

リアルティ）に当社の不動産関連事業を承継させる新設分割であります。

 

２．持分変動差額の金額及び会計処理

　　 　持分変動差額はありません。 

 

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

不動産関連事業

 

４．当該中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益

不動産関連事業　　　売上高　　　1,326,440千円

　　　　　　　　　　　　　営業利益　　　113,772千円

 

 

当中間連結会計期間（自　平成19年10月1日　至　平成20年3月31日）

該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成18年10月1日　至　平成19年9月30日）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的

形式を含む事業分離の概要

（1）分離先企業の名称及び分離した事業内容

　　　　 　名　　　称　　株式会社トーラスリアルティ

　　　 　　事業の内容　　不動産の賃貸業

（2）事業分離を行なった主な理由

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・

サックス・グループ（スパークス証券株式会社と併せて以下「スポンサー」）との

間の事業の再生又は再構築に関する合意に基づき、当社グループ事業のスポンサーに

よる支援によって再生又は再構築の検討を進めてきました。そのなかで当社のおかれ

ている事業上、財務上の状況を改めて精査したところ、過大かつ営業キャッシュフ

ローに見合わない有利子負債の返済スケジュールが当社の最大の問題であると認識

するに至りました。この問題の根本的な解決のためには、当社の小売事業と不動産関

連事業を切り離し、金融機関にとって長期の貸付を実施しやすい不動産関連事業にお

いて全有利子負債を引き受けることが最善であると判断し、平成19年３月28日、当社

の不動産関連事業を会社分割（新設分割。以下「本会社分割」）し、新設分割設立会

社（株式会社トーラスリアルティ）に承継させております。

（3）法的形式を含む事業分離の概要

当社を分割会社とし、会社分割に伴って新たに設立した新会社（株式会社トーラス

リアルティ）に当社の不動産関連事業を承継させる新設分割であります。

 

２．持分変動差額の金額及び会計処理

　　 　持分変動差額はありません。 

 

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

不動産関連事業

 

４．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益

不動産関連事業　　　売上高　　　1,326,440千円

　　　　　　　　　　　　　営業利益　　　113,772千円
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(１株当たり情報)

 
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 78円91銭１株当たり純資産額 △25円46銭１株当たり純資産額 66円71銭

１株当たり中間純損失 528円19銭１株当たり中間純損失 92円11銭１株当たり当期純損失 561円28銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

純損失であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

純損失のため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

純損失のため記載しておりません。

（注）算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

中間連結貸借対照表（連結

貸借対照表）の純資産の部

の合計額（千円）

2,028,147 △567,3861,862,537

普通株式に係る純資産額

（千円）
1,653,315 △567,3861,486,976

中間連結貸借対照表（連結

貸借対照表）の純資産の部

の合計額と１株当たり純資

産額の算定に用いられた普

通株式に係る中間連結会計

期間（連結会計年度）の純

資産額との差額の主な内訳

（千円）

少数株主持分

 

 

 

 

 

 

 

 

374,832

 

 

 

 

 

 

 

 

─

 

 

 

 

 

 

 

 

375,561

普通株式の発行済株式数

（千株）
20,960 22,304 22,304

普通株式の自己株式数

（千株）
9 17 14

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数

（千株）

20,951 22,286 22,289

 

２　１株当たり中間(当期)純損失

 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

中間(当期)純損失(千円)
10,887,362 2,053,020 11,150,942

普通株式に係る中間(当期)
純損失(千円)

10,887,362 2,053,020 11,150,942

普通株主に帰属しない金
額(千円)

― ─ ─

普通株式の期中平均株式数
(千株)

20,612 22,288 19,866
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希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含まれ
なかった潜在株式の概要

─

これらの詳細は、「第４提
出会社の状況（2）新株予
約権等の状況」に記載の
とおりであります。

同左
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間(自平成18年10月１日　至平成19年３月31日)

当社は、平成19年3月20日開催の取締役会において、当社が保有しております新設分割会社の

株式会社トーラスリアルティの株式を不動産事業の会社分割の効力発生を条件として売却す

ることを決議し、平成19年4月11日付で売却を完了しております。

１．株式譲渡の理由

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・サックス

・グループ（スパークス証券株式会社と併せて以下「スポンサー」）との間の事業の再生又

は再構築に関する合意に基づき、当社グループ事業のスポンサーによる支援によって再生又は

再構築の検討を進めてきました。そのなかで当社のおかれている事業上、財務上の状況を改め

て精査したところ、過大かつ営業キャッシュフローに見合わない有利子負債の返済スケジュー

ルが当社の最大の問題であると認識するに至りました。この問題の根本的な解決のためには、

当社の小売事業と不動産関連事業を切り離し、金融機関にとって長期の貸付を実施しやすい不

動産関連事業において全有利子負債を引き受けることが最善であると判断し、平成19年３月28

日、当社の不動産関連事業を会社分割（新設分割。以下「本会社分割」）し、新設分割設立会社

（株式会社トーラスリアルティ）に承継させております。

本会社分割の実施後、新設分割設立会社において、従前に比べて長期の返済スケジュールの

借入を調達し、全有利子負債の借り換え (以下「本リファイナンス」）を実施しております

が、本リファイナンスのストラクチャー上、当社が保有することとなる株式会社トーラスリア

ルティの株式については、同株式の保有を目的として組成される投資事業有限責任組合に売却

することが必要とされることから、今般、当社が保有しております株式会社トーラスリアル

ティの株式を平成19年4月11日付で売却しております。

なお、当社は、小売事業と不動産関連事業の一体再生を目指すなかで、株式を売却した後にお

いても不動産関連事業から生み出される利益を受取る権利を留保することが、当社及び当社株

主のメリットになると考えており、当該投資事業有限責任組合に対して一定割合の出資を行っ

ております。

２．売却した相手会社の名称

　　　（1）商　　　　　号　　トーラスインベストメント投資事業有限責任組合

　　　（2）所　　在　　地　　東京都港区西麻布三丁目20番16号西麻布アネックス

３．当該子会社等の名称、事業内容及び会社との取引内容

　　　（1）商　　　　　号　　株式会社トーラスリアルティ

　　　（2）代　　表　　者  　代表取締役社長　森田　威

　　　（3）所　　在　　地　　札幌市白石区米里一条三丁目5番10号

　　　（4）設 立 年 月 日 　　平成19年3月28日

　　　（5）主な事業の内容　　不動産事業

　　　（6）資　　本　　金　　10,000千円

　　　（7）当社との取引内容　　不動産の賃貸借

４．売却株式数、売却価格及び売却前後の所有株式数の状況
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　　  （1）売却前の所有株式数　　　　　200株（所有割合100％）

　  　（2）売却株式数　　　　　　　　　200株

　　　（3）売却価額　　　　　　　500,000千円

　　　（4）売却益　　　　　　　　 91,934千円

　 　 （5）売却後の所有株式数   　　　 ─　株（所有割合 ─ ％）

 

当中間連結会計期間(自平成19年10月１日　至平成20年３月31日)

当社は、平成20年７月25日の取締役会にて株式会社トライアルカンパニー及びゴールドマン

・サックス証券株式会社との間で小売事業に関する業務提携合意書の締結を行うことについ

て決議し、同日付で業務提携基本合意書の締結をしております。

１．業務提携の理由

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・サッ

クス・グ　ループとの間の事業の再生又は再構築に関する合意に基づき、当社グループ事

業のスポンサー支援による再生又は再構築を進め平成19年3月の会社分割後、コア事業で

あるスーパーマーケット事業に特化するために、不採算事業からの撤退及び関連会社の整

理等「事業の選択と集中」を打ち出し、スピード感とバランス感を重視しながら「仕組み

づくり」のための数々の施策を実践してきました。しかしながら、この間においても、北海

道の小売業界においては全国大手企業の出店競争の激化、原油価格の高騰による物流費の

コスト増、原材料の高騰を受けての食品メーカーの相次ぐ商品値上げ等、外部環境は厳し

さを増してきております。

その間、当社としても自力再生すべく希望退職による人件費の削減、賃借料減額要請な

ど、経費削減努力を行ってきましたが、競合他社の競争の激化、消費者の買い控えなどもあ

り売上高の減少に歯止めがかからず早期の収益改善は困難な状況であります。今回、その

厳しい状況を打開するために、スーパーセンター形式で当社同様ディスカウント事業形態

を有する福岡県に本社を置く株式会社トライアルカンパニー（以下トライアル）からノ

ウハウの提供及び営業支援を仰ぐことが、当社の長所・他社競争力・差別化、更には集客

力の早期強化に繋がり売上高の増加が見込めるものと判断し、小売事業に関しての提携を

打診することとなりました。

食品小売事業におきましては、当社の得意分野である食肉・青果・鮮魚・惣菜の４部門

に特化し、トライアルが得意とする食品・酒類・日用雑貨部門はトライアルが直営する形

で、お互いの得意分野を生かす形での売場共闘型のビジネスモデルを構築する中で、業績

の回復を図って参ります。

なお、トライアルは総合スーパーセンター形式を得意とし、食料品以外にも日用品、雑貨、

衣料を取扱うことで、消費者の幅広いニーズに応え、集客力の面での商品シナジー効果を

狙っていきます。

本提携におけるメリットについては以下のとおりです。

当社にとって、ノウハウに長け得意分野である生鮮4部門に特化することで、業績の安定化

が図れ、加えて経費面を含めた経営資源の更なる集中化が可能となることなります。加え
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て、トライアルのコモディティ商品（日用品）を主体としたエブリデーロープライス

(EDLP毎日低価格)戦略による集客力向上による各店舗の売上・収益の立て直しが期待で

き、事業再生・再構築のスピードアップが図れます。

また、トライアルにとって、当社との提携を足掛かりとして北海道におけるスーパーセ

ンター業態での本格事業進出を図ることが可能となり、北海道での営業基盤の強化と目標

達成へのスピードアップが図れます。また、トライアルが提唱する「毎日安い、暮らしやす

い」EDLPでの商品提供により、地域競争力が増し、お客様ニーズに応えていくことが可能

となります。

２．契約先の名称

（1）株式会社トライアルカンパニー

福岡県福岡市東区多の津１－12－２

（2）ゴールドマン・サックス証券株式会社

東京都港区六本木六丁目10番１号

３．契約の内容

（1）生鮮部門は当社、食品・日用品・（雑貨・衣料）はトライアルでの各社の強みを生かしたビジネ

スモデル（共闘型ビジネスモデル）における商品仕入力強化の相互協力、商品力及び物流面を強化しま

す。なお、本基本合意書締結後、当社とトライアルは業務提携契約を速やかに平成20年８月末日を目途と

して締結します。

（2）合同会社月光が保有する当社株式7,795,000株のうち6,600,000株をトライアルへ株式譲渡。

（3）ゴールドマン・サックス証券株式会社の関連会社ジェイ・エル・キュー・エルルシー・東京支店

が当社へ貸付けている５億円の短期貸付債権についてトライアルへ債権譲渡し、当該債権の返済期限を

平成20年７月末日から平成21年７月末日まで延期する。なお、上記（2）の株式売買及び債権売買につい

ては、トライアルとゴールドマン・サックス証券株式会社及びその関連会社とはそれぞれ速やかに平成

20年８月末日を目途としていずれも同時に締結します。

（4）従業員の相互交流、保有資産の有効活用等。

（5）「教務提携基本合意書」とは別に「店舗の賃貸借に係る基本合意書」を締結しており、現在当社

が締結している賃貸借契約について今後、トライアルが新たに賃貸借契約を締結し、後には賃貸借の開

始日をもって当社が現在締結しております賃貸借契約につきましては合意解除となります。

（6）当社は、生鮮食品を取り扱いテナントとして出店し、トライアルと賃貸借契約を締結することとな

り、「カウボーイ」を屋号とする既存ショッピングセンターを「トライアル」に屋号変更する。

 

　　　　　当社は、株式会社トライアルカンパニー（以下トライアル）との業務提携に基づき今後の食品小

売事業におきましては、当社の得意分野である食肉・鮮魚・生鮮・惣菜の４部門に特化し、ト

ライアルが得意とする食品・酒類・日用品・雑貨部門はトライアルが直営する形での新しい

共闘型ビジネスモデルの総合スーパーセンター形式を構築し、業績改善を進めていきます。

　　　　上記のことから、現在、当社が運営しております食品及び酒類の部門については撤退することを平

成20年７月25日の取締役会で決議いたしました。

　　　　１．撤退する事業の内容及び規模（平成19年９月期の既存店ベース）
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　　　　　　　食品部門　　　売上高　5,566,520千円

　　　　　　　酒類部門　　　売上高　2,422,882千円

　　　　２．撤退の時期

　　　　　　　撤退する時期につきましては、各店別にトライアルと打合せの上、進めておりますので、現段階

においては未確定であり、詳細な事項につきましては、今後締結いたします業務提携契約

にて決定する予定です。

　　　　３．撤退が営業活動に及ぼす重要な影響

　　　　　　　　売上高につきましては大幅に減少することとなりますが、当社の得意分野である生鮮４部門に特化するこ

とで業績の安定化が図れ、トライアルの戦略による集客力向上による各店舗の売上高・収益の立て

直しが期待でき、事業再生・再構築のスピードアップが図れます。

 

当社は、平成20年７月25日開催の取締役会におきまして会社法第236条、第238条及び第239条の規定に

基づき平成19年１月22日に発行した第1回新株予約権の取得及び消却について決議いたしました。

１．新株予約権を取得及び消却する理由

　　　当社は経営状況・財務状況の改善及び当社の信用補強を実現することを企図し、新株予約権の発行　

を決定したものでありましたが、行使価額と市場価格（時価）が乖離し、割当先にとっては現在の市

場価格では行使することが困難なため、当初想定していた資金調達が進展しないままの状況であり

ましたので、協議の結果、当社が第１回新株予約権を無償で取得し、消却することといたしました。

２．取得及び消却の対象となる新株予約権

（1）新株予約権の名称　　　　　　　　　株式会社カウボーイ第１回新株予約権

（2）発行日　　　　　　　　　　　　　　平成19年１月22日

（3）割当先　　　　　　　　　　　　　　合同会社月光

発行価額　　　　　　　　　　　　　０円

   発行した新株予約権の総数　　　　　2,059個

　 行使済新株予約権の数　　　　　　　０円

　 取得及び消却する新株予約権の数　　2,059個

　 買入消却額　　　　　　　　　　　　無償

（4）割当先　　　　　　　　　　　　　　スパークスＯＭＳＦ－２投資事業組合

発行価額　　　　　　　　　　　　　０円

   発行した新株予約権の総数　　　　　941個

　 行使済新株予約権の数　　　　　　　０円

　 取得及び消却する新株予約権の数　　941個

　 　買入消却額　　　　　　　　　　　　無償

３．取得及び消却日

　　　平成20年７月25日

 

当社は、事業再生・再構築を進めるなか、株式会社トライアルカンパニー（以下トライアル）との共闘

型ビジネスモデルを基礎とし、損益計画及び財務計画を含むカウボーイ中期経営改善計画を作成いたし
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ました。なお、詳細な事項につきましては、今後締結いたします業務提携契約にて決定する予定です。

１．ノウハウ・スケールメリットの面から利益貢献度の低い食品・酒類・雑貨部門はトライアルの直営部門とし、

当社は強みをもつ食肉・鮮魚・青果・惣菜の４部門に特化し、業績の安定化を図る。

２．新しい屋号「トライアル」に順次変更することで消費者にとって新鮮味を喚起（旧カウボーイイメージの払

拭）し集客力の向上を図る。

３．食品小売のみではなく、日用品・雑貨・衣料等の幅広い商品構成としＥＤＬＰ戦略のもとで収益向上を目指

す。

４．消費者の利便性に配慮し、深夜・24時間営業を検討中。深夜等のオペレーションはトライアルのノウハウを活

用し、ローコストで運営する。

 

前連結会計年度(自平成18年10月１日　至平成19年９月30日)

　　　　当社グループは、会社法第370条の規定に基づき平成19年12月13日の取締役会において、連結子会

社である株式会社グルメボーイの株式を譲渡することを決議いたしました。

（1）株式売却の理由

　 当社は、経営資源を食品小売業に集中し、事業再生スピートをアップさせることを目的とし

て上記連結子会社の株式を東和レジスター北都販売株式会社に譲渡することといたしまし

た。

（2）売却する相手会社の名称

　　 東和レジスター北都販売株式会社

（3）売却の時期

　　 平成20年２月１日（予定）

（4）当該子会社等の名称、事業内容及び会社との取引内容

　　 （子会社の名称）

　　　 株式会社グルメボーイ

　　 （事業内容）

　　　 温浴施設の経営、ボウリング場の経営等

　　 （取引内容）

　　　 特にありません。

（5）売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率

　　 売却株式数　　　　　1,280,000株

　　 売却価額　　　　　　　 50百万円

　　 売却益　　　　　　　　 50百万円

　　 売却後の持分比率　　　　　 ─％

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   1,677,468  769,422  728,382 

２　売掛金   384,987  156,829  189,712 

３　たな卸資産   554,238  371,817  535,723 

４　未収入金   142,569  154,957  186,235 

５　その他   119,229  153,692  136,303 

６　貸倒引当金   △328   △273   △316  

流動資産合計   2,878,16550.4  1,606,44675.4  1,776,04041.9

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1) 建物   114,843  ─   109,567 

(2) 土地   ―   ─   165,957 

(3) その他   141,995  ─   5,282  

有形固定資産合計   256,838  ─   280,806 

２　無形固定資産   29,689  ─   94,887 

３　投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※３  2,082,160  6,756   1,936,270 

(2) 出資金   462,423  207   42,688 

(3) 差入保証金   569,438  475,430  718,453 

(4) 破産更生債権等   ─   312,171  258,046 

(5) その他   486,261  40,600  119,094 

(6) 貸倒引当金   △499,407  △312,250  △423,263 

(7) 投資損失引当金   △560,000  ─   △560,000 

投資その他の資産
合計

  2,540,876  522,915  2,091,289 

固定資産合計   2,827,40549.6  522,91524.6  2,466,98358.1

資産合計   5,705,570100.0  2,129,361100.0  4,243,024100.0
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金   1,122,381  818,638  988,310 

２　短期借入金   33,936  500,000  ─  

３　未払金   1,148,752  318,576  539,609 

４　未払法人税等   17,475  16,115  16,728 

５　賞与引当金   23,125  11,839  31,944 

６　短期リース資産減損勘定   ─   124,177  ─  

７　その他   347,035  126,614  279,675 

流動負債合計   2,692,70647.2  1,915,96290.0  1,856,26743.8

Ⅱ　固定負債           

１　退職給付引当金   104,274  60,024  82,960 

２　債務保証損失引当金   239,000  391,907  236,000 

３　長期預り金   661,243  64,600  88,280 

４　リース資産減損勘定   3,349   234,295  60,126 

５　その他   9,219   29,957  33,769 

固定負債合計   1,017,08717.8  780,78536.6  501,13811.8

負債合計   3,709,79465.0  2,696,748126.6  2,357,40555.6
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   3,900,95668.4  4,018,556188.7  4,018,55694.7

２　資本剰余金           

(1) 資本準備金   1,872,008  1,989,608  1,989,608 

(2) その他資本剰余

金

  5,943,469  5,943,469  5,943,469 

資本剰余金合計   7,815,478137.0  7,933,078372.6  7,933,078187.0

３　利益剰余金           

(1) 利益準備金   177,440  177,440  177,440 

(2) その他利益剰余

金

          

別途積立金   411,000  411,000  411,000 

繰越利益剰余金   △10,317,890  △13,105,013  

△

10,651,998

 

利益剰余金合計   △9,729,450△170.5  △12,516,573△587.8  

△

10,063,558

△237.2

４　自己株式   △2,868△0.1  △4,307△0.2  △4,028△0.1

株主資本合計   1,984,11634.8  △569,247△26.7  1,884,04844.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

　その他有価証券
　　評価差額金

  11,6590.2  1,8600.1  1,5700.0

評価・換算差額等
合計

  11,6590.2  1,8600.1  1,5700.0

純資産合計   1,995,77535.0  △567,386△26.6  1,885,61844.4

負債純資産合計   5,705,570100.0  2,129,361100.0  4,243,024100.0

           

 

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

 76/122



② 【中間損益計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   12,126,810100.0  7,837,045100.0  20,209,269100.0

Ⅱ　売上原価   10,006,76082.5  6,489,52882.8  16,522,16881.8

売上総利益   2,120,05017.5  1,347,51717.2  3,687,10118.2

Ⅲ　販売費及び一般管理

費

  2,072,90917.1  1,913,34224.4  3,786,20318.7

営業利益又は

営業損失(△)
  47,1410.4  △565,825△7.2  △99,102△0.5

Ⅳ　営業外収益 ※1.2  42,5430.4  42,3300.5  71,2480.4

Ⅴ　営業外費用 ※３  430,7623.6  22,0210.3  439,7472.2

経常損失   341,077△2.8  545,516△7.0  467,601△2.3

Ⅵ　特別利益 ※４  328,0962.7  85,9651.1  727,3183.6

Ⅶ　特別損失
※5.6
.7

 10,355,16285.4  1,989,26825.4  10,955,24254.2

税引前中間(当期)

純損失
  10,368,143△85.5  2,448,819△31.2  10,695,525△52.9

法人税、住民税
及び事業税

 5,734   4,195   12,460   

法人税等調整額  350,073355,8072.9 ─ 4,1950.1 350,073362,5341.8

中間(当期)純損失   10,723,951△88.4  2,453,015△31.3  11,058,059△54.7
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

 

項　目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年９月30日残高(千円) 3,525,956 1,497,008 9,000,000 10,497,008

中間会計期間中の変動額     

　新株の発行 375,000 375,000  375,000

　資本剰余金の取崩   △3,000,000 △3,000,000

　剰余金の配当     

　中間純損失     

　自己株式の取得     

　自己株式の売却   △56,530 △56,530

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

    

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

375,000 375,000 △3,056,530 △2,681,530

平成19年３月31日残高(千円) 3,900,956 1,872,008 5,943,469 7,815,478

 

項　目

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 177,440 411,000△2,420,015△1,831,575△193,20211,998,187

中間会計期間中の変動額       

　新株の発行      750,000

　資本剰余金の取崩   3,000,0003,000,000   

　剰余金の配当   △173,923△173,923  △173,923

　中間純損失   △10,723,951△10,723,951  △10,723,951

　自己株式の取得     △2,516 △2,516

　自己株式の売却     192,850 136,320

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

      

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

  △7,897,875△7,897,875190,334△10,014,071

平成19年３月31日残高(千円) 177,440 411,000△10,317,890△9,729,450△2,868 1,984,116

 

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

 78/122



 

項　目

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(千円) 210,960 210,96012,209,147

中間会計期間中の変動額    

　新株の発行   750,000

　資本剰余金の取崩    

　剰余金の配当   △173,923

　中間純損失   △10,723,951

　自己株式の取得   △2,516

　自己株式の売却   136,320

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△199,300△199,300△199,300

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△199,300△199,300△10,213,371

平成19年３月31日残高(千円) 11,659 11,6591,995,775
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当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

 

項　目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年９月30日残高(千円) 4,018,556 1,989,608 5,943,469 7,933,078

中間会計期間中の変動額     

　中間純損失     

　自己株式の取得     

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

    

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

    

平成20年３月31日残高(千円) 4,018,556 1,989,608 5,943,469 7,933,078

 

項　目

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年９月30日残高(千円) 177,440 411,000△10,651,998△10,063,558△4,028 1,884,048

中間会計期間中の変動額       

　中間純損失   △2,453,015△2,453,015  △2,453,015

　自己株式の取得     △279 △279

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

      

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

  △2,453,015△2,453,015 △279 △2,453,295

平成20年３月31日残高(千円) 177,440 411,000△13,105,013△12,516,573△4,307 △569,247
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項　目

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(千円) 1,570 1,570 1,885,618

中間会計期間中の変動額    

　中間純損失   △2,453,015

　自己株式の取得   △279

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

290 290 290

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

290 290 △2,453,004

平成20年３月31日残高(千円) 1,860 1,860 △567,386
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前事業年度 (自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

 

項　目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年９月30日残高(千円) 3,525,956 1,497,008 9,000,000 10,497,008

事業年度中の変動額     

新株の発行 492,600 492,600  492,600

資本剰余金の取崩   △3,000,000 △3,000,000

剰余金の配当     

当期純損失     

自己株式の取得     

自己株式の処分   △56,530 △56,530

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)
    

事業年度中の変動額合計(千円) 492,600 492,600 △3,056,530 △2,563,930

平成19年９月30日残高(千円) 4,018,556 1,989,608 5,943,469 7,933,078

 

項　目

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 177,440 411,000△2,420,015△1,831,575△193,20211,998,187

事業年度中の変動額       

新株の発行      985,200

資本剰余金の取崩   3,000,0003,000,000   

剰余金の配当   △173,923△173,923  △173,923

当期純損失   △11,058,059△11,058,059  △11,058,059

自己株式の取得     △3,676 △3,676

自己株式の処分     192,850 136,320

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)
      

事業年度中の変動額合計(千円)   △8,231,983△8,231,983189,173△10,114,139

平成19年９月30日残高(千円) 177,440 411,000△10,651,998△10,063,558△4,028 1,884,048
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項　目

評価・換算差額等

純資産合計

 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年９月30日残高(千円) 210,960 210,96012,209,147

事業年度中の変動額    

新株の発行   985,200

資本剰余金の取崩    

剰余金の配当   △173,923

当期純損失   △11,058,059

自己株式の取得   △3,676

自己株式の処分   136,320

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△209,389△209,389△209,389

事業年度中の変動額合計(千円) △209,389△209,389△10,323,529

平成19年９月30日残高(千円) 1,570 1,570 1,885,618
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

当社は当中間会計期間におい

て、会社分割に係る移転損失の計

上の結果、10,723,951千円の重要

な中間純損失を計上しました。当

該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しており

ます。

当社は平成18年11月27日に公表

したスパークス証券株式会社及び

ゴールドマン・サックス・グルー

プ（スパークス証券株式会社と併

せて以下「スポンサー」）との間

の事業の再生又は再構築に関する

合意に基づき、当社グループ事業

のスポンサーの支援による再生又

は再構築の検討を進めてきました

が、そのなかで当社のおかれてい

る事業上、財務上の状況を改めて

精査したところ、過大かつ営業

キャッシュフローに見合わない有

利子負債の返済スケジュールが当

社の最大の問題であると認識する

に至りました。この問題の根本的

な解決のためには、当社の小売事

業と不動産関連事業を切り離し、

金融機関にとって長期の貸付を実

施しやすい不動産関連事業におい

て全有利子負債を引き受けること

が最善であると判断、平成19年3月

28日、当社の不動産関連事業を会

社分割（新設分割。以下「本会社

分割」）し、全有利子負債ととも

に新設分割設立会社（株式会社

トーラスリアルティ）に承継させ

ております。移転損失は本会社分

割に伴うものであり、当中間会計

期間における一時的なものと認識

しております。

当社は、当該状況を解消すべく、

事業の再生・再構築を進めるな

か、本会社分割のほか、スポンサー

との間に一定の資本関係を構築

し、専門的知識を有する人員の派

遣も含めた総合的な支援を受けて

おります。また小売事業の建直し

を図るべく中期５ヵ年事業計画を

策定しました。当該計画の達成に

向けて、以下のように業務改善を

行い安定した経営を目指します。

当社は当中間会計期間において、
小売事業の環境変化（競争激化、
メーカー価格の上昇）による収益
力の回復遅延、不採算事業からの撤
退及び適正人員体制を整えるため
のリストラ加速に伴う損失計上の
結果、565,825千円の重要な営業損
失、545,516千円の重要な経常損失
及び2,453,015千円の重要な中間純
損失を計上しました。また567,386
千円の債務超過に陥っているほか、
借入金の返済条項の履行が困難な
状況にあります。これらの状況によ
り、継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在しております。
当社は、当該状況を解消すべく、
平成18年11月27日に公表したス
パークス証券株式会社及びゴール
ドマン・サックス・グループ（ス
パークス証券株式会社と併せて以
下「スポンサー」）との間の事業
の再生又は再構築に関する合意に
基づき、スポンサーとの間に一定の
資本関係を構築し、専門的知識を有
する人員の派遣も含めた総合的な
支援を受けておりましたが、現状当
該基本合意は継続しているものの、
今後、人的・資本的な追加的支援が
不透明な状況にあります。
また、前中間会計期間において中
期５ヵ年計画を策定、当該計画の達
成及び財務体質の改善等再建に向
け以下の施策を実施しております。

１．不採算事業であった株式会社

札幌惣菜を平成20年1月に清算

を完了、株式会社グルメボーイ

を平成20年2月に売却したほか、

小売事業においても不採算で

あった小型店舗百円市場4店舗

を閉鎖しており、収益改善の遅

れの大きな要因となっていた不

採算事業の選別の遅れによる経

営資源の分散化要因や当該事業

リスクの整理をほぼ完了してお

ります。

２．平成19年10月に株式会社ド

リームハウス、平成20年2月に本

間物産株式会社を売却したほ

か、遠方の滝川店・浦河店を閉

鎖することにより、ノウハウ、資

金、及び人的経営資源配分の面

におけるSM事業への経営資源の

特化体制を実現いたしました。

 

これら膿み出しを恐れない施策

を推進してきた結果、財務上大き

く傷付

当社は当事業年度において、小

売事業におけるオーバーストア化

を主因とした競争激化のなか、価

格競争及び客単価面において苦戦

を強いられ、99,102千円の重要な

営業損失を計上し、また事業の再

生・再構築のもと、不採算事業の

閉鎖及び不動産事業の切り離しに

伴う移転損失等の計上の結果、

467,601千円の重要な経常損失及

び11,058,059千円の重要な当期純

損失を計上しました。当該状況に

より、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。

当社は平成18年11月27日に公表

したスパークス証券株式会社及び

ゴールドマン・サックス・グルー

プ（スパークス証券株式会社と併

せて以下「スポンサー」）との間

の事業の再生又は再構築に関する

合意に基づき、当社グループ事業

のスポンサーの支援による再生又

は再構築の検討を進めてきました

が、そのなかで当社のおかれてい

る事業上、財務上の状況を改めて

精査したところ、過大かつ営業

キャッシュフローに見合わない有

利子負債の返済スケジュールが当

社の最大の問題であると認識する

に至りました。この問題の根本的

な解決のためには、当社の小売事

業と不動産関連事業を切り離し、

金融機関にとって長期の貸付を実

施しやすい不動産関連事業におい

て全有利子負債を分離することが

最善であると判断、平成19年3月28

日、当社の不動産関連事業を会社

分割（新設分割。以下「本会社分

割」）し、全有利子負債とともに

新設分割設立会社（株式会社トー

ラスリアルティ）に承継させてお

ります。移転損失は本会社分割に

伴うものであり、当事業年度にお

ける一時的なものと認識しており

ます。

当社は、当該状況を解消すべく、

事業の再生・再構築を進めるなか、

本会社分割のほか、スポンサーとの

間に一定の資本関係を構築し、専門

的知識を有する人員の派遣も含め

た総合的な支援を受けております。
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前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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１．店舗重視の組織への変革

年々、売上が落ち込むなか、業績

改善に向けて事業別管理から店舗

別管理への組織変更することでき

め細かい販促活動を実施し、店舗

個々の特徴を生かしながら地域に

密着した店舗作りを行うことで売

上高の増加を図ります。

２．売上・客数の増加

現在、ショッピングセンターの

老朽化に伴い店舗のリニューアル

実施に向けて検討中であります。

今後、リニューアルすることによ

り、ショッピングセンター全体が

活性化され集客力の増加となるこ

とで売上高の増加を図ります。

３．粗利益の改善

魅力ある商品を魅力ある適正な

価格で販売し、廃棄ロスを低減す

る取り組みを強化することで粗利

益率向上を図ります。

４．経費の見直しによる削減

現在、本社や店舗における人件

費を見直しており、効率的な人員

配置をすることで無駄を無くし人

件費の削減に努めてまいります。

また、現在の管理費を再度、見直

しを進めており財務体質の改善に

取組んでおります。

以上のような施策を打ち出し、

その達成に向け邁進してまいりま

す。

中間財務諸表は継続企業を前提

に作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

くことにはなりましたが、不採算事

業からの撤退及び小売事業への特

化体制構築（経営資源をコア事業

であるスーパーマーケット事業

（以下、SM事業）に集中させ、コア

事業以外からの資金流出を止め

る）をほぼ完了、札幌近郊を主体と

した大型店舗９ヶ店の単体ＳＭ事

業のみの機動力ある組織体制を構

築いたしました。

しかしながら、当社の現在の状況

等に鑑みますと、スポンサーの人的

・資本的支援が不透明な状況にあ

るほか、当初中期５ヵ年事業計画と

は現在の９店舗の収益構造、今後の

新店計画及び既存店舗の改修計画

等において大きな乖離が生じてお

ります。

当状況を打開するため、当社は事

業再生を目的として合同会社月光

（The Goldman Sachs Group , 

Inc100%子会社）所有株式の大部分

を譲渡する形で、株式会社トライア

ルカンパニー（以下トライアル）

と業務提携の基本合意書を締結い

たしました。トライアルはスーパー

センター形式（食品・日用品・衣

料・雑貨等）を柱とし、全国規模で

の営業を目指している急成長企業

であります。トライアルの経営戦略

のひとつとして、不採算が主要因で

閉店した量販店、ホームセンターの

店舗を再生させることも含まれ、数

多くの店舗再生の実績とそのため

のノウハウを所有している企業で

す。

当社は今回の業務提携基本合意

書の締結により、損益計画及び財務

計画を含むカウボーイ中期経営改

善計画を作成いたしました。当該計

画達成に向け、以下のとおり筋肉体

質の新しいビジネスモデル構築し

て参ります。

(1) 食肉・青果・鮮魚・惣菜部門へ

の特化

従来、当社においてノウハウ・

スケールメリットの面から利益

貢献度が低かった食品・酒類・

日用雑貨部門についてはトライ

アルが直営し、利益貢献度の高い

食肉・青果・鮮魚・惣菜の4部門

をカウボーイが運営します。当社

・トライアル両社にとっての得

意分野を分担することで共生を

図り、セリングパワーの増強に繫

げていくものです。

加えて、業務分担による得意

また小売事業の建直しを図るべ

く中期５ヵ年事業計画を策定し、当

該計画の達成及び財務体質の改善

等再建に向けた以下の活動を展開

中であります。

１．不採算事業からの撤退及び小

売事業への特化体制構築

当社の収益改善の遅れの大きな

要因として、不採算事業の選別の

遅れによる経営資源の分散化が大

きく影響しているものと考え、

スーパーマーケット小売事業（以

下「SM事業」）への特化体制の構

築を急いでおります。主要子会社

としては平成19年9月に株式会社

札幌惣菜を事業閉鎖、平成19年10

月1日付で株式会社ドリームハウ

スを事業譲渡し、前事業年度で10

社存在していた子会社を実質的に

2社までに整理しております。当該

施策により、今後ノウハウ、資金、

及び人的経営資源配分の面におい

て、SM事業からの様々な経営資源

の流出を抑え、SM事業への経営資

源の特化体制につながっていきま

す。株式会社グルメボーイをはじ

め、引き続き不採算事業の見直し

及び整理を継続していきます。

２．SM事業の立て直し

　 コア事業となるSM事業について

は以下の施策に取り組んでおりま

す。

（1）店舗重視の組織への変革

　  事業別管理から店舗別管理への

組織変更を実施することでき

め細かい販促活動を実施し、店

舗個々の特徴を生かしながら

地域に密着した店舗づくりを

行うことで売上高の増加を図

ります。

（2）モデル店の設定

　　当社の目指す「毎日がお買い得

で、エキサイティングな食生活

を豊かにするスーパー」の構

築に向け、モデル店の改装オー

プンを平成19年11月に行いま

した。今後モデル店の感触を確

かめながら順次店舗改装を計

画していくことで、来店客数及

び客単価のアップを図ります。

（3）利益面の確保

魅力ある商品を魅力ある適正な

価格で販売し、廃棄ロスを低減

する取り組みの強化、人件費を

主体
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前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

 分野に特化した規模の縮小を行

うことで、それに見合ったロー

コストオペレーション運営を目

指すことで、外部環境等の急激

な変化に耐えられるようなリス

ク対応競争力を付けていきま

す。

(2) トライアルブランドの活用及び

トライアルモデルの採用

当社店舗を
新しい屋号（TRIAL）に順次変
更していくことで、消費者にとっ
て「カウボーイ」が抱えるマイ
ナス面のイメージを払拭するこ
とを目指します。
加えて、食品のみならず、日用

品・雑貨・衣料等圧倒的品揃え
とエブリデーロープライスの戦
略の下での商品MIX・シナジー
効果で、スーパーセンター業態
に取り組み、成功を収めている
トライアルモデルでのオペレー
ションに取り組んでいきます。

(3) 深夜への業務延長もしくは24
時間営業の挑戦
消費者の利便性・ニーズに配
慮し、深夜営業（もしくは24時
間営業）にトライアルのノウハ
ウ・指導を仰ぎながら挑戦して
いくことで、売上高の増加を指
向させていきます。
当社 、トライアル共闘型の
「スーパーセンター方式」でのビ
ジネスモデルを構築することで、
北海道地区における新しいビジネ
スモデルが切り開け、早期の業績
回復に繫がるものと考えておりま
す。
また、ジェイ・エル・キュー・
エルエルシー東京支店からの借入
金につきましては業務提携基本合
意先であるトライアルへ債権譲渡
されることに合意いたしました。
なお、当該、債権譲渡に係る個別契
約を締結後（平成20年８月末日を
目途として速やかに締結いたしま
す。）、返済期限は平成20年７月末
日から平成21年７月末日まで延期
することになっております。

　　債務超過の解消につきましては、上
記に記載しておりますとおり、トラ
イアルとの共闘型ビジネスモデル
を確立し収益の改善による剰余金
の蓄積、引当済保証債務の解消に取
り組むことで債務超過からの脱却
を図っていきます。

とした経費見直し及び削減に

より、利益確保に努めていきま

す。

上記の事項は一時的な痛みを伴

うことが考えられますが、中期

５ヵ年事業計画において発表の

とおり、平成20年9月までを「仕

組みづくり」期間として、試行

錯誤を重ねながら企業インフラ

をまず構築することを念頭に取

り組んでいきます。

財務諸表は継続企業を前提に作

成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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　　中間財務諸表は継続企業を前提に
作成しており、このような重要な疑
義の影響を中間財務諸表には反映
しておりません。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式

　　　　……移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　……中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定しており

ます。)

　　　　時価のないもの

　　　　……主として移動平均法によ

る原価法

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類

する組合への出資(証

券取引法第２条第２

項により有価証券と

みなされるもの)につ

いては、組合規約に規

定される決算報告日

に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純

額で取り込む方法に

よっております。

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式

　　　　……同左

 

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　……同左

 

 

 

 

 

 

　　　　時価のないもの

　　　　……主として移動平均法によ

る原価法

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類

する組合への出資(金

融商品取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるもの)

については、組合規約

に規定される決算報

告日に応じて入手可

能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方

法によっております。

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式

　　　　……同左

 

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　……決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。)

 

　　　　時価のないもの

　　　　……主として移動平均法によ

る原価法

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類

する組合への出資(金

融商品取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるもの)

については、組合規約

に規定される決算報

告日に応じて入手可

能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方

法によっております。

　(2) デリバティブ

　　　時価法

　(2) 　　　――――

 

　(2) デリバティブ

時価法

　(3) たな卸資産

商品 最終仕入原価法

(酒類は移動平均

法による原価法)

 

　　　貯蔵品　　最終仕入原価法

　(3) たな卸資産

商品 同左

 

 

 

貯蔵品 同左

　(3) たな卸資産

商品 同左

 

 

 

貯蔵品 同左
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２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　定額法…建物

　　定率法…その他の有形固定資産

　　　主な科目の耐用年数は次のとお

りであります。

　　　建物３～45年

　　　なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法を採用

しております。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定額法…建物

　　定率法…その他の有形固定資産

　　　ただし、平成19年４月１日以降

取得の有形固定資産について

は、改正後の法人税法に規定す

る減価償却の方法により減価償

却費を計上しております。

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

  主な科目の耐用年数

は次の通りであります。

　　　　　建物３～45年

　なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資

産については、３年間で

均等償却する方法を採

用しております。

(会計方針の変更)

　当事業年度より、法人

税法の改正(所得税法等

の一部を改正する法律　

平成19年３月30日法律

第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正す

る政令　平成19年３月30

日政令第83号)に伴い、

平成19年４月１日以降

取得の固定資産につい

ては、改正後の法人税法

に規定する減価償却の

方法により、減価償却費

を計上しております。

　　　　　　これによる損益に与える影

響は軽微であります。

　(2) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

　(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　(3) 長期前払費用(投資その他の

資産その他)

…定額法

　(3) 長期前払費用(投資その他の

資産その他)

同左

(3) 長期前払費用(投資その他の

資産その他)

同左

３　繰延資産の処理方法

株式交付費

　　　支出時に全額費用として処理し

ております。

３　　　　　――――

 

３　繰延資産の処理方法

株式発行費

支出時に全額費用として処

理しております。
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４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

 

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 投資損失引当金

　　　関係会社への投資に対する損失

に備えるため、その財政状態等

を勘案して計上しております。

　(2) 　　　――――

　　　　　　

(2) 投資損失引当金

　　関係会社への投資に対する損失

に備えるため、その財政状態等

を勘案して計上しております。
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前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　(3) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

　(3) 賞与引当金

同左

　(3) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

同左

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　(5) 債務保証損失引当金

　　　保証債務の履行による損失に備

えるため、被保証先の財政状態

等を検討して保証履行の可能性

の高い債務保証につき損失見込

額を計上しております。

　(5) 債務保証損失引当金

同左

　　(5) 債務保証損失引当金

同左

 

５　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、中間会

計期間末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

５　　　　―――― ５　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。

６　リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

６　リース取引の処理方法

同左

６　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップの特例処理の要件

を充たすものについて特例処理

によっております。

７　　　　―――― ７　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップの特例処理の要件

を充たすものについて特例処理

によっております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　借入金の金利上昇リスクに対

し、金利スワップ契約を締結し

ております。

　 　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　借入金の金利上昇リスクに対

し、金利スワップ契約を締結し

ております。

　(3) ヘッジ方針

　　　借入金の金利上昇リスクをヘッ

ジし、金利コストの安定化をは

かるために実施しております。

　 　(3) ヘッジ方針

　　　借入金の金利上昇リスクをヘッ

ジし、金利コストの安定化をは

かるために実施しております。
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　(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。

　 　(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。
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前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

８　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式

　　　なお、仮受消費税等及び仮払消

費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

８　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

同左

８　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式
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会計方針の変更

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(企業結合に係る会計基準等)

当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会　平成18年12月22日　

企業会計基準適用指針第10号）を

適用しております。

―――― (企業結合に係る会計基準等)

当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会　平

成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会　平成18年12月22日　

企業会計基準適用指針第10号）を

適用しております。

 

 

表示方法の変更

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前中間会計期間まで、投資その他の資産「その他」

に含めて表示しておりました「出資金」については、

当中間会計期間において資産総額100分の５を超える

こととなったため、当中間会計期間より区分掲記する

ことといたしました。

なお、前中間会計期間の「出資金」は464,518千円

であります。

前中間会計期間まで、投資その他の資産「その他」

に含めて表示しておりました「破産更生債権等」に

ついては、当中間会計期間において資産総額の100分

の５を超えることとなったため、当中間会計期間より

区分掲記することといたしました。

なお、前中間会計期間の「破産更生債権等」は

229,074千円であります。

―――― 前中間会計期間まで、流動負債「その他」に含めて

表示しておりました「短期リース資産減損勘定」に

ついては、当中間会計期間において負債及び純資産の

合計の100分の５を超えることとなったため、当中間

会計期間より区分掲記することといたしました。

 なお、前中間会計期間の「短期リース資産減損勘

定」は1,025千円であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

 
前中間会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間会計期間末
(平成20年３月31日)

前事業年度末
(平成19年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は下記のとおりであります。

1,206,151千円

※１　　　　――― ※１　有形固定資産の減価償却累計

額は下記のとおりであります。

1,148,363千円

　２　偶発債務

　　　下記の連帯保証を行っておりま

す。

　　(1) 会社の金融機関からの借入

金に対する連帯保証

保証先 保証額(千円)

本間物産㈱ 135,950

㈱トーラスリア
ルティ

875,804

計 1,011,754

　２　偶発債務

　　　下記の連帯保証を行っておりま

す。

　　(1) 会社の金融機関からの借入

金に対する連帯保証

保証先 保証額(千円)

本間物産㈱ 70,872

計 70,872

なお 、上記保証額のうち
33,520千円については平成20
年6月16日において連帯保証
が解除されております。
 

　２　偶発債務

　　　下記の連帯保証を行っておりま

す。

　　(1) 会社の金融機関からの借入

金に対する連帯保証

保証先 保証額(千円)

本間物産㈱ 203,994

計 203,994

　

　　(2) 関係会社のリース取引に対

する連帯保証

保証先 保証額(千円)

㈱グルメボーイ 1,122

㈱トーラスリア
ルティ

268,196

計 269,318

　　(2) 関係会社のリース取引に対

する連帯保証

保証先 保証額(千円)

㈱グルメボーイ 688

計 688

 　 

　　(2) 関係会社のリース取引に対

する連帯保証

　保証先 保証額(千円)

㈱グルメボーイ 905

㈱トーラスリア
ルティ

220,565

計 221,470
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※３　　　　 　―――――　 ※３　当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うためゴー

ルドマン・サックス・グルー

プのジェイ・エル・キュー・

エルエルシー東京支店とクレ

ジット・ファシリティ契約を

締結しております。

 

総貸付極度額  500,000千円

実行額残高　　　500,000千円

計　　　　　　　  0千円

 

なお、前事業年度末において

担保提供しておりました投資

有価証券500,000千円は当中

間会計期間において投資有価

証券評価損500,000千円を計

上しております。

また、上記クレジット・ファ

シリティ契約は平成20年4月

15日に終了しており、それに

伴い投資有価証券の担保提供

を解除しております。

※３　当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うためゴー

ルドマン・サックス・グルー

プのジェイ・エル・キュー・

エルエルシー東京支店とクレ

ジット・ファシリティ契約を

締結しております。

 

総貸付極度額  500,000千円

実行額残高          0千円

計　　　  500,000千円

 

なお、下記の資産を担保に提

供しております。

投資有価証券　　500,000千円
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(中間損益計算書関係)

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　営業外収益のうち投資事業組

合投資利益につきましては、投

資事業組合への出資に対する

受取配当金であります。

※１　営業外収益のうち投資事業

組合投資利益につきましては、

投資事業組合への出資に対す

る受取配当金であります。

※１　営業外収益のうち投資事業組

合投資利益につきましては、投

資事業組合への出資に対する

受取配当金であります。

※２　営業外収益のうち重要なもの

は下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

受取利息 5,985

受取手数料 6,170

投資事業組合
投資利益

21,345

※２　営業外収益のうち重要なも

のは下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

受取利息 7,955

受取手数料 3,007

投資事業組合
投資利益

22,399

※２　営業外収益のうち重要なもの

は下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

受取利息 12,417

受取手数料 8,025

投資事業組合
投資利益

31,055

　
※３　営業外費用のうち重要なもの

は下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

支払利息 283,656

社債利息 29,742

※３　営業外費用のうち重要なも

のは下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

支払利息 5,917

支払報酬 12,800

※３　営業外費用のうち重要なもの

は下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

支払利息 281,320

社債利息 29,742

　

※４　特別利益のうち重要なものは

下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

解約金収入 185,000

※４　特別利益のうち重要なもの

は下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

関係会社株式売
却益

48,095

賞与引当金戻入

益
9,666

※４　特別利益のうち重要なものは

下記のとおりであります。

項目 金額(千円)

解約金収入 185,000

和解による収益 273,777

 
 

※５　特別損失のうち重要なものは

下記のとおりであります。　

項目 金額(千円)

固定資産除却損 372,799

リース解約損 66,726

貸倒引当金繰入額 293,786

債務保証損失引当
金繰入額

239,000

商品評価損 58,032

移転損失 9,284,939

※５　特別損失のうち重要なもの

は下記のとおりであります。　

項目 金額(千円)

固定資産除売却損 28,154

リース解約損 38,750

減損損失 755,654

関係会社株式売却
損

121,000

投資有価証券評価
損

500,000

貸倒引当金繰入額 136,434

債務保証損失引当
金繰入額

163,407

関係会社支援損 167,700

店舗閉鎖損 37,159

※５　特別損失のうち重要なものは

下記のとおりであります。　

項目 金額(千円)

固定資産除売却損 438,479

リース解約損 67,971

減損損失 42,143

貸倒引当金繰入額 203,786

債務保証損失引当
金繰入額

236,000

商品評価損 58,032

移転損失 9,269,648
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前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※６　　　　　―――

 

※６　減損損失

当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しております。

（1）減損損失を認識した資産グ

ループ

の概要

（単位：千

円）

用途 種類 場所 金額(千円)

店　舗 建物等 札幌市 294,922

店　舗 建物等 苫小牧市 12,334

店　舗 建物等 北斗市 34,857

店　舗 建物等 恵庭市 3,794

本　社
工具器
具備品
他

札幌市 409,746

※６　減損損失

　　　当事業年度において、以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。

（1）減損損失を認識した資産グ

ループ

の概要

（単位：千円）

用途 種類 場所 金額(千円)

店舗 リース 新潟県 24,651

本社 建物等 札幌市 17,491

 (2)減損損失を認識するに至った経

緯

　事業再生中でありますが、現時点

での営業収益の回復見込みが長期

的であり且つ不透明な為、当社が

使用する固定資産の全額及びリー

ス資産の一部について減額し、当

該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

(2)減損損失を認識するに至った経

緯

　遊休状態にあり今後の使用目処

が立っていない資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。

 

 (3)減損損失の金額

（単位：千円）

種類 金　　額

建物及び構築物 178,959

機械装置及び
運搬具 4,430

工具器具備品 185,220

無形固定資産 86,279

リース資産 300,765

合計 755,654

(3)減損損失の金額

（単位：千円）

種類 金額(千円)

建物及び構築物 120

機械装置 9,989

工具器具備品 581

リース資産 31,452

合計 42,143
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 (4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、店舗を基礎と

してグルーピングしております。

 

 

(5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能額は正

味売却価額により測定しておりま

が、現時点での営業収益の回復見

込みが長期的であり且つ不透明な

為、実質的な価値はないと判断し

正味売却価額は零としておりま

す。

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、店舗を基礎と

してグルーピングしております。

また、遊休資産については個別の

物件単位毎にグルーピングしてお

ります。

 (5)回収可能価額の算定方法

　 資産グループの回収可能価額は

正味売却価額または使用価値によ

り測定しております。また、実質的

な価値はないと判断したものにつ

きましては正味売却価額は零とし

ております。
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前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※７　移転損失

中間財務諸表注記事項（企業

結合等関係）に記載の通りであ

ります。

※７　　　　――― ※７　移転損失

財務諸表注記事項（企業結

合等関係）に記載の通りであ

ります。

　８　減価償却実施額

有形固定資産 607,837千円

無形固定資産 1,744千円

　８　減価償却実施額

有形固定資産 47,122千円

無形固定資産 8,006千円

　８　減価償却実施額

有形固定資産 631,313千円

無形固定資産 4,552千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 568,440 8,700 568,000 9,140

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　8,700株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　第三者割当による自己株式処分　　　　568,000株

 

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 14,840 3,120 ─ 17,960

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　 3,120株

 

前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 568,440 14,400 568,000 14,840

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加 　　 14,400株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　第三者割当による自己株式処分　　　 568,000株
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(リース取引関係)

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

中間
期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産
その他

1,284,150465,24711,135807,768

無形固定
資産

119,50833,139― 86,369

合計 1,403,659498,38611,135894,137

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

中間
期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産
その他

1,066,687596,310248,851221,524

無形固定
資産

119,50856,96562,543― 

合計 1,186,196653,276311,395221,524

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産
その他

1,279,900585,09292,888601,920

無形固定
資産

119,50845,090― 74,418

合計 1,399,409630,18292,888676,338

   

　②未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 270,803千円

１年超 659,524千円

合　計 930,328千円

　②未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 224,328千円

１年超 329,091千円

合　計 553,420千円

　②未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 270,189千円

１年超 525,993千円

合　計 796,182千円

リース資産減損勘定中間期末残

高

4,126千円

 

リース資産減損勘定中間期末残

高

341,790千円

 

リース資産減損勘定期末残高

107,121千円

 

　③支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 186,973千円

リース資産減損

勘定の取崩額

減価償却費相当額

 

23,373千円

172,378千円

支払利息相当額 19,651千円

　③支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 137,414千円

リース資産減損

勘定の取崩額

減価償却費相当額

減損損失

 

21,507千円

125,509千円

287,101千円

支払利息相当額 11,397千円

　③支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 336,137千円

リース資産減損

勘定の取崩額

減価償却費相当額

 

48,382千円

306,049千円

減損損失 28,301千円
支払利息相当額　　
　

34,586千円
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前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

④減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　④減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

　利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

　利息相当額の算定方法

同左

　利息の相当額の算定方法

同左

   

 

 

 

 

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年3月31日)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

 

当中間会計期間末(平成20年3月31日)

該当事項はありません。

 

前事業年度末(平成19年9月30日)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。
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（企業結合等関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月1日　至　平成19年3月31日）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的

形式を含む事業分離の概要

中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

 

２．実施した会計処理の概要

本新設分割は、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

27日　企業会計基準第7号）及び「企業結合会計及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号）に基づい

て、当該事業を分離先企業に移転したことにより受取った分離先企業の株式の時価と移転

した事業に係る資産及び負債の移転直前の適正な帳簿価額による純資産額との差額を移

転損失として計上しております。なお、分離先企業の株式の時価については、修正純資産法

により決定しております。

 

分離先企業である株式会社トーラスリアルティへ承継した資産・負債の額、

流動資産　　 1,004,850千円

固定資産　　36,065,111千円

流動負債　　22,784,874千円

固定負債 　　4,592,083千円

受取った分離先企業の株式の時価、及び移転損失

子会社株式　 　408,065千円

移転損失　　 9,284,939千円

 

３．当該中間会計期間の中間損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益

　　　売上高　　　 2,013,796千円

　　　営業利益　　 　106,360千円

　　　

４．継続的関与の概要

新設分割会社である株式会社トーラスリアルティが承継した有形固定資産の一部につ

いて建物賃貸借契約書を締結し、店舗施設等を賃借しております。

 

 

当中間会計期間（自　平成19年10月1日　至　平成20年3月31日）

該当事項はありません。
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前事業年度（自　平成18年10月1日　至　平成19年9月30日）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的

形式を含む事業分離の概要

連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

 

２．実施した会計処理の概要

本新設分割は、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

27日　企業会計基準第7号）及び「企業結合会計及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号）に基づい

て、当該事業を分離先企業に移転したことにより受取った分離先企業の株式の時価と移転

した事業に係る資産及び負債の移転直前の適正な帳簿価額による純資産額との差額を移

転損失として計上しております。なお、分離先企業の株式の時価については、修正純資産法

により決定しております。

 

分離先企業である株式会社トーラスリアルティへ承継した資産・負債の額、

流動資産　　 1,004,850千円

固定資産　　36,065,111千円

流動負債　　22,784,874千円

固定負債 　　4,592,083千円

受取った分離先企業の株式の時価、及び移転損失

子会社株式　 　408,065千円

移転損失　　 9,284,939千円

 

３．当該会計期間の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益

　　　売上高　　　 2,013,796千円

　　　営業利益　　 　106,360千円

　　　

４．継続的関与の概要

新設分割会社である株式会社トーラスリアルティが承継した有形固定資産の一部につ

いて建物賃貸借契約書を締結し、店舗施設等を賃借しております。
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（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成18年10月1日　至　平成19年3月31日）

当社は、平成19年3月20日開催の取締役会において、当社が保有しております新設分割会社の

株式会社トーラスリアルティの株式を不動産事業の会社分割の効力発生を条件として売却す

ることを決議し、平成19年4月11日付で売却を完了しております。

 

１．株式譲渡の理由

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・サックス

・グループ（スパークス証券株式会社と併せて以下「スポンサー」）との間の事業の再生又

は再構築に関する合意に基づき、当社グループ事業のスポンサーによる支援によって再生又は

再構築の検討を進めてきました。そのなかで当社のおかれている事業上、財務上の状況を改め

て精査したところ、過大かつ営業キャッシュフローに見合わない有利子負債の返済スケジュー

ルが当社の最大の問題であると認識するに至りました。この問題の根本的な解決のためには、

当社の小売事業と不動産関連事業を切り離し、金融機関にとって長期の貸付を実施しやすい不

動産関連事業において全有利子負債を引き受けることが最善であると判断し、平成19年３月28

日、当社の不動産関連事業を会社分割（新設分割。以下「本会社分割」）し、新設分割設立会社

（株式会社トーラスリアルティ）に承継させております。

本会社分割の実施後、新設分割設立会社において、従前に比べて長期の返済スケジュールの

借入を調達し、全有利子負債の借り換え (以下「本リファイナンス」）を実施しております

が、本リファイナンスのストラクチャー上、当社が保有することとなる株式会社トーラスリア

ルティの株式については、同株式の保有を目的として組成される投資事業有限責任組合に売却

することが必要とされることから、今般、当社が保有しております株式会社トーラスリアル

ティの株式を平成19年4月11日付で売却しております。

なお、当社は、小売事業と不動産関連事業の一体再生を目指すなかで、株式を売却した後にお

いても不動産関連事業から生み出される利益を受取る権利を留保することが、当社及び当社株

主のメリットになると考えており、当該投資事業有限責任組合に対して一定割合の出資を行っ

ております。

 

２．売却した相手会社の名称

　　　（1）商　　　　　号　　トーラスインベストメント投資事業有限責任組合

　　　（2）所　　在　　地　　東京都港区西麻布三丁目20番16号西麻布アネックス
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３．当該子会社等の名称、事業内容及び会社との取引内容

　　　（1）商　　　　　号　　株式会社トーラスリアルティ

　　　（2）代　　表　　者  　代表取締役社長　森田　威

　　　（3）所　　在　　地　　札幌市白石区米里一条三丁目5番10号

　　　（4）設 立 年 月 日 　　平成19年3月28日

　　　（5）主な事業の内容　　不動産事業

　　　（6）資　　本　　金　　10,000千円

　　　（7）当社との取引内容　　不動産の賃貸借

 

４．売却株式数、売却価格及び売却前後の所有株式数の状況

　　  （1）売却前の所有株式数　　　　　200株（所有割合100％）

　  　（2）売却株式数　　　　　　　　　200株

　　　（3）売却価額　　　　　　　500,000千円

　　　（4）売却益　　　　　　　　 91,934千円

　 　 （5）売却後の所有株式数   　　　 ─　株（所有割合 ─ ％）

 

当中間会計期間（自　平成19年10月1日　至　平成20年3月31日）

当社は、平成20年７月25日の取締役会にて株式会社トライアルカンパニー及びゴールドマン

・サックス証券株式会社との間で小売事業に関する業務提携基本契約書の締結を行うことに

ついて決議し、同日付で業務提携基本合意書の締結をしております。

１．業務提携の理由

当社は平成18年11月27日に公表したスパークス証券株式会社及びゴールドマン・サッ

クス・グ　ループとの間の事業の再生又は再構築に関する合意に基づき、当社グループ事

業のスポンサー支援による再生又は再構築を進め平成19年3月の会社分割後、コア事業で

あるスーパーマーケット事業に特化するために、不採算事業からの撤退及び関連会社の整

理等「事業の選択と集中」を打ち出し、スピード感とバランス感を重視しながら「仕組み

づくり」のための数々の施策を実践してきました。しかしながら、この間においても、北海

道の小売業界においては全国大手企業の出店競争の激化、原油価格の高騰による物流費の

コスト増、原材料の高騰を受けての食品メーカーの相次ぐ商品値上げ等、外部環境は厳し

さを増してきております。

その間、当社としても自力再生すべく希望退職による人件費の削減、賃借料減額要請な

ど、経費削減努力を行ってきましたが、競合他社の競争の激化、消費者の買い控えなどもあ

り売上高の減少に歯止めがかからず早期の収益改善は困難な状況であります。今回、その

厳しい状況を打開するために、スーパーセンター形式で当社同様ディスカウント事業形態

を有する福岡県に本社を置く株式会社トライアルカンパニー（以下トライアル）からノ

ウハウの提供及び営業支援を仰ぐことが、当社の長所・他社競争力・差別化、更には集客

力の早期強化に繋がり売上高の増加が見込めるものと判断し、小売事業に関しての提携を

打診することとなりました。
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食品小売事業におきましては、当社の得意分野である食肉・青果・鮮魚・惣菜の４部門

に特化し、トライアルが得意とする食品・酒類・日用雑貨部門はトライアルが直営する形

で、お互いの得意分野を生かす形での売場共闘型のビジネスモデルを構築する中で、業績

の回復を図って参ります。

なお、トライアルは総合スーパーセンター形式を得意とし、食料品以外にも日用品、雑貨、

衣料を取扱うことで、消費者の幅広いニーズに応え、集客力の面での商品シナジー効果を

狙っていきます。

本提携におけるメリットについては以下のとおりです。

当社にとって、ノウハウに長け得意分野である生鮮4部門に特化することで、業績の安定化

が図れ、加えて経費面を含めた経営資源の更なる集中化が可能となることなります。加え

て、トライアルのコモディティ商品（日用品）を主体としたエブリデーロープライス

(EDLP毎日低価格)戦略による集客力向上による各店舗の売上・収益の立て直しが期待で

き、事業再生・再構築のスピードアップが図れます。

また、トライアルにとって、当社との提携を足掛かりとして北海道におけるスーパーセ

ンター業態での本格事業進出を図ることが可能となり、北海道での営業基盤の強化と目標

達成へのスピードアップが図れます。また、トライアルが提唱する「毎日安い、暮らしやす

い」EDLPでの商品提供により、地域競争力が増し、お客様ニーズに応えていくことが可能

となります。

２．契約先の名称

（1）株式会社トライアルカンパニー

福岡県福岡市東区多の津１－12－２

（2）ゴールドマン・サックス証券株式会社

東京都港区六本木六丁目10番１号

３．契約の内容

（1）生鮮部門は当社、食品・日用品・（雑貨・衣料）はトライアルでの各社の強みを生かしたビジネ

スモデル（共闘型ビジネスモデル）における商品仕入力強化の相互協力、商品力及び物流面を強化しま

す。なお、本基本合意書締結後、当社とトライアルは業務提携契約を速やかに平成20年8月末日を目途と

し締結します。

（2）合同会社月光が保有する当社株式7,795,000株のうち6,600,000株をトライアルへ株式譲渡。

（3）ゴールドマン・サックス証券株式会社の関連会社ジェイ・エル・キュー・エルルシー・東京支店

が当社へ貸付けている５億円の短期貸付債権についてトライアルへ債権譲渡し、当該債権の返済期限を

平成20年７月末日から平成21年７月末日まで延期する。なお、上記（2）の株式売買及び債権売買につい

ては、トライアルとゴールドマン・サックス証券株式会社及びその関連会社とはそれぞれ速やかに平成

20年８月末日を目途としていずれも同時に締結します。

（4）従業員の相互交流、保有資産の有効活用等。

（5）「教務提携基本合意書」とは別に「店舗の賃貸借に係る基本合意書」を締結しており、現在当社

が締結している賃貸借契約について今後、トライアルが新たに賃貸借契約を締結し、後には賃貸借の開

始日をもって当社が現在締結しております賃貸借契約につきましては合意解除となります。
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（6）当社は、生鮮食品を取り扱いテナントとして出店し、トライアルと賃貸借契約を締結することとな

り、「カウボーイ」を屋号とする既存ショッピングセンターを「トライアル」に屋号変更する。

 

 

　　　　　当社は、株式会社トライアルカンパニー（以下トライアル）との業務提携に基づき今後の食品小

売事業におきましては、当社の得意分野である食肉・鮮魚・生鮮・惣菜の４部門に特化し、ト

ライアルが得意とする食品・酒類・日用品・雑貨部門はトライアルが直営する形での新しい

共闘型ビジネスモデルの総合スーパーセンター形式を構築し、業績改善を進めていきます。

　　　　上記のことから、現在、当社が運営しております食品及び酒類の部門については撤退することを平

成20年７月25日の取締役会で決議いたしました。

　　　　１．撤退する事業の内容及び規模（平成19年９月期の既存店ベース）

　　　　　　　食品部門　　　売上高　5,566,520千円

　　　　　　　酒類部門　　　売上高　2,422,882千円

　　　　２．撤退の時期

　　　　　　　撤退する時期につきましては、各店別にトライアルと打合せの上、進めておりますので、現段階

においては未確定であり、詳細な事項につきましては、今後締結いたします業務提携契約

にて決定する予定です。

　　　　３．撤退が営業活動に及ぼす重要な影響

　　　　　　　　売上高につきましては大幅に減少することとなりますが、当社の得意分野である生鮮４部門に特化するこ

とで業績の安定化が図れ、トライアルの戦略による集客力向上による各店舗の売上高・収益の立て

直しが期待でき、事業再生・再構築のスピードアップが図れます。

 

当社は、平成20年７月25日開催の取締役会におきまして会社法第236条、第238条及び第239条の規程に

基づき平成19年１月22日に発行した第1回新株予約権の取得及び消却について決議いたしました。

１．新株予約権を取得及び消却する理由

　　　当社は経営状況・財務状況の改善及び当社の信用補強を実現することを企図し、新株予約権の発行　

を決定したものでありましたが、行使価額と市場価格（時価）が乖離し、割当先にとっては現在の市

場価格では行使することが困難なため、当初想定していた資金調達が進展しないままの状況であり

ましたので、協議の結果、当社が第１回新株予約権を無償で取得し、消却することといたしました。

２．取得及び消却の対象となる新株予約権

（1）新株予約権の名称　　　　　　　　　株式会社カウボーイ第１回新株予約権

（2）発行日　　　　　　　　　　　　　　平成19年１月22日

（3）割当先　　　　　　　　　　　　　　合同会社月光

発行価額　　　　　　　　　　　　　０円

   発行した新株予約権の総数　　　　　2,059個

　 行使済新株予約権の数　　　　　　　０円

　 取得及び消却する新株予約権の数　　2,059個

　 買入消却額　　　　　　　　　　　　無償
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（4）割当先　　　　　　　　　　　　　　スパークスＯＭＳＦ－２投資事業組合

発行価額　　　　　　　　　　　　　０円

   発行した新株予約権の総数　　　　　941個

　 行使済新株予約権の数　　　　　　　０円

　 取得及び消却する新株予約権の数　　941個

　 　買入消却額　　　　　　　　　　　　無償

３．取得及び消却日

　　　平成20年７月25日

当社は、事業再生・再構築を進めるなか、株式会社トライアルカンパニー（以下トライアル）との共闘

型ビジネスモデルを基礎とし、損益計画及び財務計画を含むカウボーイ中期経営改善計画を作成いたし

ました。なお、詳細な事項につきましては、今後締結いたします業務提携契約にて決定する予定です。

１．ノウハウ・スケールメリットの面から利益貢献度の低い食品・酒類・雑貨部門はトライアルの直営部門とし、

当社は強みをもつ食肉・鮮魚・青果・惣菜の４部門に特化し、業績の安定化を図る。

２．新しい屋号「トライアル」に順次変更することで消費者にとって新鮮味を喚起（旧カウボーイイメージの払

拭）し集客力の向上を図る。

３．食品小売のみではなく、日用品・雑貨・衣料等の幅広い商品構成としＥＬＰ戦略のもとで収益向上を目指す。

４．消費者の便利性に配慮し、深夜・24時間営業を検討中。深夜等のオペレーションはトライアルのノウハウを活

用し、ローコストで運営する。

 

前事業年度（自　平成18年10月1日　至　平成19年9月30日）

当社グループは、会社法第370条の規定に基づき平成19年12月13日の取締役会において、連

結子会社である株式会社グルメボーイの株式を譲渡することを決議いたしました。

（1）株式売却の理由

　 当社は、経営資源を食品小売業に集中し、事業再生スピートをアップさせることを目的とし

て上記連結子会社の株式を東和レジスター北都販売株式会社に譲渡することといたしまし

た。

（2）売却する相手会社の名称

　　 東和レジスター北都販売株式会社

（3）売却の時期

　　 平成20年２月１日（予定）

（4）当該子会社等の名称、事業内容及び会社との取引内容

　　 （子会社の名称）

　　　 株式会社グルメボーイ

　　 （事業内容）

　　　 温浴施設の経営、ボウリング場の経営等

　　 （取引内容）

　　　 特にありません。

（5）売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率

EDINET提出書類

株式会社カウボーイ(E03215)

半期報告書

111/122



　　 売却株式数　　　　　1,280,000株

　　 売却価額　　　　　　　 50百万円

　　 売却益　　　　　　　　 50百万円

　　 売却後の持分比率　　　　　 ─％

前へ
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)
 
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第34期)

自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日

 平成19年12月27日
北海道財務局長に提出。

(2)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第９号（代表取締役の異動）

 平成20年１月16日
北海道財務局長に提出。

(3)半期報告書
の訂正報告書

(第34期中)
自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日

 平成20年４月17日
北海道財務局長に提出。

(4)有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度
(第34期)

自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日

 平成20年４月17日
北海道財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年６月27日

株式会社　カウボーイ

取締役会　御中

新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　後　　藤　　道　　博　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　口　　幹　　男　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　森　　茂　　伸　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カウボーイの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社カウボーイ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記のとおり、会社グループは会社分割に係る移転損失の計上に伴う重要な中

間純損失を計上し、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に関する会社グルー

プの対応等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表に反映していない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社グループは平成１９年４月１１日、株式会

社トーラスリアルティの全保有株式を売却した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年７月27日

株式会社　カウボーイ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　後　　藤　　道　　博　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　森　　茂　　伸　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社カウボーイの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にある。

当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損

なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

記

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは小売事業の環境変化による収益力の回復遅延、消

費者ニーズの多様化によるレジャー事業の不振、不採算事業からの撤退及び適正人員体制を整えるためのリストラ

加速に伴う損失計上の結果、重要な営業損失、重要な経常損失、重要な中間純損失及び重要なマイナスの営業キャッ

シュ・フローを計上した。また債務超過に陥っているほか、借入金の返済条項の履行が困難な状況にあり、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されているが、会社よ

り提示された経営計画等の合理性に関する十分な心証を得られなかった。このため、継続企業を前提として作成さ

れている上記の中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、上記事項の中間連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カウボーイ及び連結子会社

の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年１０月１日

から平成２０年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

かどうかについての意見を表明しない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年６月27日

株式会社　カウボーイ

取締役会　御中

新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　後　　藤　　道　　博　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　口　　幹　　男　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　森　　茂　　伸　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カウボーイの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第３４期事業年度の中間会計期間

（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書、中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社カウボーイの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績の状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記のとおり、会社は会社分割に係る移転損失の計上に伴う重要な中間純損失を計上

し、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に関する会社の対応等は当該注記に記載されて

いる。中間財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表に反映して

いない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成１９年４月１１日、株式会社トーラスリア

ルティの全保有株式を売却した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年７月27日

株式会社　カウボーイ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　後　　藤　　道　　博　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　森　　茂　　伸　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社カウボーイの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第３５期事業年度の中間

会計期間（平成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にある。

当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよう

な重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

記

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は小売事業の環境変化による収益力の回復遅延、不採算事業

からの撤退及び適正人員体制を整えるためのリストラ加速に伴う損失計上の結果、重要な営業損失、重要な経常損

失及び重要な中間純損失を計上した。また債務超過に陥っているほか、借入金の返済条項の履行が困難な状況にあ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

るが、会社より提示された経営計画等の合理性に関する十分な心証を得られなかった。このため、継続企業を前提と

して作成されている上記の中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、上記事項の中間財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、我が国において一

般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カウボーイの平成２０年３月３１日現在

の財政状態及びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）

の経営成績に関する有用な情報を表示しているかどうかについての意見を表明しない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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